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(57)【要約】
　レーザを用いて、任意の形状のガラス基板の縁部を面
取り及び／又は斜角形成するプロセスを説明する。ガラ
ス基板上に面取りを形成するための２つの一般的な方法
に、超短パルスレーザを利用して、縁部を所望の面取り
形状に切断するステップと、これに続く、適合性研磨ホ
イールを用いた機械的研磨ステップとを伴う第１の方法
がある。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加工物を加工する方法において、以下のステップ：
　（ｉ）ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させ
るステップ；
　（ｉｉ）前記レーザビーム焦線を前記加工物に向かって、前記加工物への第１の入射角
で配向するステップであって、前記第１の角度は前記加工物の縁部と交差し、前記レーザ
ビーム焦線は前記加工物内で誘起吸収を生成し、前記誘起吸収は前記加工物内の前記レー
ザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　（ｉｉｉ）前記加工物及び前記レーザビームを互いに対して並進移動させることによっ
て、レーザが前記加工物内において前記第１の角度で、第１の平面に沿って、各々の直径
が５μｍ以下である複数の前記欠陥線を掘削するステップ；
　（ｉｖ）前記平面に沿って前記加工物を分離させ、少なくとも１つの切断表面を有する
レーザ切断済み加工物を形成するステップ；並びに
　（ｖ）体積弾性率が０．１～５ＧＰａである研磨ホイールによって前記レーザ切断済み
加工物の前記切断表面を研磨することによって、前記加工物を加工するステップ
を有してなる、方法。
【請求項２】
　前記レーザビーム焦線を前記材料に向かって、前記材料への第２の入射角において配向
するステップであって、前記レーザビーム焦線は前記材料内で誘起吸収を生成し、前記誘
起吸収は前記材料内の前記レーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　前記材料及び前記レーザビームを互いに対して並進移動させることによって、前記レー
ザが前記材料内において前記第２の角度で、第２の平面に沿って、各々の直径が５μｍ以
下である複数の前記欠陥線を掘削するステップ
を更に含み、
　前記分離させるステップは、前記第１の平面及び前記第２の平面に沿って前記材料を分
離させ、前記レーザ切断済み材料を形成することによって実施される、請求項１に記載の
方法。
【請求項３】
　ガラス材料をレーザ加工する方法において、以下のステップ：
　ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させるステ
ップ；並びに
　前記材料内のＮ個の平面それぞれに関して：
　　前記レーザビーム焦線を材料に向かって、前記材料への対応する入射角で配向するス
テップであって、前記レーザビーム焦線は前記材料内で誘起吸収を生成し、前記誘起吸収
は前記材料内の前記レーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　　前記材料及び前記レーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザ
が前記Ｎ個の平面のうちの対応する平面に沿って、各々の直径が５μｍ以下である複数の
前記欠陥線を掘削するステップ；
　　前記加工物にイオン交換プロセスを適用することによって、前記Ｎ個の平面のうちの
少なくとも１つに沿って前記加工物を分離させ、レーザ切断表面を有するレーザ切断済み
加工物を形成するステップ；並びに
　　体積弾性率が０．１～５ＧＰａである研磨ホイールによって前記レーザ切断済み加工
物の前記レーザ切断表面を時間ｔ（ただし１秒＜ｔ＜１分）だけ研磨するステップ
によって、前記Ｎ個の平面に沿って複数の前記欠陥線をレーザ掘削するステップ
を有してなる、方法。
【請求項４】
　前記研磨ホイールの外径は４０～２５０ｍｍであり、
　前記研磨ホイールは５００～１００００ｒｐｍで回転し、
　前記研磨ホイールは複数の摩砕粒子を含み、前記摩砕粒子の断面幅は０．１～１００μ
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ｍであり、相対靱性は６００～６８０ＭＰＧである、請求項１～３に記載の方法。
【請求項５】
　前記研磨ホイールの外径は８０～１２０ｍｍであり、
　前記研磨ホイールは５００～８０００ｒｐｍで回転し、
　前記研磨ホイールは複数の摩砕粒子を含み、前記摩砕粒子の断面幅は０．１～１００μ
ｍであり、相対靱性は６５０～６７０ＭＰＧであり、摩砕摩損度はＭＢＧ６５０～ＭＢＧ
６８０である、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記レーザは、パルス持続時間が約５ピコ秒超かつ約２０ピコ秒未満、バースト繰り返
し数が約１ｋＨｚ～２ＭＨｚのバーストパルスレーザであり、
　前記バーストパルスレーザは、１バーストあたり２～２５パルスを含む、請求項１～３
に記載の方法。
【請求項７】
　前記レーザの出力は１０～１００ワットである、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　請求項１、２又は３の方法によって調製されるガラス物品。
【請求項９】
　面取りされた縁部は、約６０μｍ以下の深さまでの表面下損傷を有する、請求項８に記
載のガラス物品。
【請求項１０】
　前記ガラス物品は、イオン交換後の縁部強度が６００～１０００ＭＰａの縁部を有する
、請求項８又は９に記載のガラス物品。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本出願は、２０１４年１月２７日出願の米国仮特許出願第６１／９３２０３０号の利益
を主張し、上記仮特許出願内容は信頼に値するものであり、また上記仮特許出願の開示全
体は、参照により本出願に援用される。本出願はまた、２０１４年７月１０日出願の米国
仮特許出願第６２／０２２８８５号の利益、及び２０１４年１０月３１日出願の米国特許
出願第１４／５３０４１０号の利益を主張し、これらの出願の開示全体は、参照により本
出願に援用される。
【技術分野】
【０００２】
　本開示は一般にガラス面取り方法に関し、より詳細には機械的仕上げと組み合わせてレ
ーザを利用するガラス面取り方法に関する。
【０００３】
　本明細書において引用されるいずれの参考文献が従来技術を構成することは承認されて
いない。出願人は、いずれの引用文献の正確さ及び関連性に異議を唱える権利を明示的に
保有する。
【背景技術】
【０００４】
　例えば建築用、自動車用、家庭用電気機械器具といった分野における応用のためにガラ
スパネルを切断する全ての場合において、注意を必要とする可能性が高い縁部が存在する
ことになる。ガラスを切断及び分離するための様々な方法が存在する。例えばガラスは、
電磁放射（レーザ、放電、ジャイロトロン等）を用いて機械的に切断できる（ＣＮＣ機械
加工、アブレシブウォータージェット、罫書き及び分割等）。比較的以前からの一般的な
方法（ＣＮＣ機械加工による罫書き及び分割）は、様々な種類及びサイズの欠陥が存在す
る縁部を生成する。また一般に、縁部が表面に対して完全に垂直でない状態が見受けられ
る。これらの欠陥を削減し、縁部に強度が改善されたより均一な表面を与えるために、通
常は縁部をまず研削し、その後研磨ホイールの前進によって研磨するため、複数のステッ
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プが必要となる。このプロセスは、縁部材料の摩砕除去を伴い、これは縁部材料に所望の
仕上げを与えることができ、また縁部材料の形状を成形できる（ブルノーズ型、面取り、
鉛筆型等）。研削及びそれに続く研磨ステップを可能とするために、最終的な所望の寸法
よりも大きいパーツを切り出す必要がある。
【０００５】
　欠陥を削減することにより縁部強度が上昇することは公知であり、理解されることであ
るが、形状が縁部強度に対して有する影響については意見が一致していない。この混乱は
主に、形状が、縁部の衝突及び取り扱いに対する損傷耐性の上昇の一助となることが公知
であることによって起こっている。実際には、縁部形状が屈曲（又は曲げ）力に対する耐
性によって定義されるような縁部強度を実際に決定するのではなく、欠陥のサイズ及び分
布が大きな影響を有する。しかしながら、成形された縁部は、断面及び内包する欠陥がよ
り小さくなることによって、衝撃耐性の改善の一助となる。例えば、両表面に対して垂直
な真っ直ぐな面を有する縁部は、これらの直角になった角部に応力を蓄積し、別の物体が
衝突した場合に上記角は欠けて破損することになる。蓄積された応力により、欠陥のサイ
ズはかなり大きくなる場合があり、これは当該縁部の強度を相当に低減することになる。
一方、丸みを帯びた「ブルノーズ」型縁部は、その比較的滑らかな形状により、蓄積され
る応力が小さくなり、また断面が小さくなり、これは、欠陥のサイズ、及び縁部の容積内
への欠陥の貫入の低減を支援する。従って衝突後、成形された縁部は、平坦な縁部よりも
高い「曲げ」強度を有することになる。
【０００６】
　上述の理由により、縁部を、平坦かつ表面に対して垂直とならないように成形すること
が望ましい場合が多い。これらの機械的切断及び縁部成形方法の１つの重要な側面は、機
械の保守の程度である。切断及び研削の両方に関して、古く摩耗した切断ヘッド又は研削
ロールは損傷を形成する場合があり、これは、違いを裸眼で視認できなくても、縁部の強
度に大いに影響を与え得る。機械的切断と、これに続く機械的研削及び後続の機械的複数
回研磨ステップとを必要とする機械的加工方法による他の問題は、これらの方法が極めて
大きな労働力を必要とし、最終的な所望の仕上げまでに多数の研削及び研磨ステップを必
要とすることであり、これは多数の破片を生成し、表面に損傷がもたらされるのを回避す
るために洗浄ステップを必要とする。
【０００７】
　いずれの切断プロセスによって引き起こされる、微小割れ並びに材料改質（ギザギザで
横向きの格子縞等）によって代表される表面下損傷は、脆性材料、特にガラスの縁部強度
を低下させるため、関心の対象である。この点で、機械的及びアブレーティブレーザプロ
セスは特に問題となる。というのはこれらのプロセスは、約１００～２００μｍ以上の深
さの表面下損傷の層をもたらし得るためである。従来の加工によって生成される縁部は典
型的には、１つ又は複数の表面下損傷層を除去するために、相当な量の切断後研削及び研
磨を必要とする。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本明細書に記載の実施形態は、機械的研磨プロセスと組み合わせてレーザを用いて、任
意の形状のガラス基板の縁部を面取り及び／又は斜角形成するプロセスに関する。
【０００９】
　本開示の一実施形態は、面取り又は斜角を生成するための方法に関し、この方法は：
　ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させるステ
ップ；
　レーザビーム焦線を材料に向かって、上記材料への第１の入射角で配向するステップで
あって、レーザビーム焦線は材料内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は材料内のレーザ
ビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　材料及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが材料内に
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おいて上記第１の角度で、第１の平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップ；
　レーザビーム焦線を材料に向かって、上記材料への第２の入射角において配向するステ
ップであって、レーザビーム焦線は材料内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は材料内の
レーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　材料及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが材料内に
おいて上記第２の角度で、第２の平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップ；
　上記第１の平面及び第２の平面に沿って材料を分離させ、レーザ切断済み材料を形成す
るステップ；並びに
　適合性ホイールによってレーザ切断済み材料を研磨するステップ
を有してなる。
【００１０】
　本開示の一実施形態は、加工物に面取り又は斜角を生成するための方法に関し、この方
法は：
　ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させるステ
ップ；
　レーザビーム焦線を加工物に向かって、上記加工物への入射角で配向するステップであ
って、上記角度は上記加工物の縁部と交差し、レーザビーム焦線は加工物内で誘起吸収を
生成し、上記誘起吸収は加工物内のレーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステッ
プ；
　加工物及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが加工物
内において上記角度で、ある平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップ；
　上記平面に沿って加工物を分離させ、レーザ切断済み加工物を形成するステップ；並び
に
　体積弾性率０．１～５ＧＰａの適合性研磨ホイールによってレーザ切断済み材料を研磨
するステップ
を有してなる。いくつかの実施形態によると、レーザ切断済み加工物の切断表面を研磨す
るステップは、上記研磨ホイールを用いて時間ｔに亘って実施され、ここで１秒＜ｔ＜１
分であり、例えば５～３０秒である。
【００１１】
　よって、本開示の一実施形態は、加工物に面取り又は斜角を生成するための方法に関し
、この方法は：
　ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させるステ
ップ；
　レーザビーム焦線を加工物に向かって、上記加工物への入射角で配向するステップであ
って、上記角度は上記加工物の縁部と交差し、レーザビーム焦線は加工物内で誘起吸収を
生成し、上記誘起吸収は加工物内のレーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステッ
プ；
　加工物及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが加工物
内において上記角度で、ある平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップ；
　上記平面に沿って加工物を分離させ、切断表面を有するレーザ切断済み加工物を形成す
るステップ；並びに
　研磨ホイールを用いて時間ｔ（ただし１秒＜ｔ＜１分）に亘ってレーザ切断済み材料を
研磨するステップであって、上記研磨ホイールの体積弾性率は０．１～５ＧＰａである、
ステップ
を有してなる。
【００１２】
　いくつかの実施形態によると、加工物のレーザ切断表面は極めて迅速に研磨され、即ち
切断表面の縁部仕上げステップ全体、つまり総研磨時間ｔは、１秒＜ｔ＜１分である。い
くつかの実施形態によるとｔ≦３０秒であり、またいくつかの実施形態では、レーザで切
断された加工物の外側縁部全てが≦１０秒で仕上げされる。
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【００１３】
　いくつかの実施形態によると、レーザは、パルス持続時間が約５ピコ秒超かつ約２０ピ
コ秒未満、バースト繰り返し数が約１～２ＭＨｚ、及び１バーストあたり２～２５パルス
であるバーストパルスレーザである。いくつかの実施形態によると、バーストパルスレー
ザのレーザ出力は１０～１００Ｗである。
【００１４】
　更なる特徴及び利点は以下の詳細な説明に記載され、その一部は当業者にはこの説明か
ら容易に明らかとなり、又は文章による説明及び添付の図面において例示されるような様
々な実施形態を実施することによって把握されるだろう。
【００１５】
　上述の概説及び以下の詳細な説明の両方は単なる例示であり、請求項の性質及び特徴を
理解するための概観又は枠組みを提供することを意図したものであることを理解されたい
。
【００１６】
　添付の図面は、更なる理解を提供するために含まれているものであり、本明細書に組み
込まれて本明細書の一部を構成する。図面は１つ又は複数の実施形態を示し、これは説明
と併せて、様々な実施形態の原理及び動作を説明する役割を果たす。
【００１７】
　本特許又は出願ファイルは、カラーで作成された少なくとも１つの図面を含む。１つ又
は複数のカラー図面を含む本特許又は特許出願公報のコピーは、必要な手数料を支払って
要請すれば特許庁から提供される。
【００１８】
　以上は、同様の参照符号は異なる複数の図を通して同一のパーツを示す添付の図面にお
いて図示されている本開示の例示的実施形態に関する、以下のより詳細な説明から、明ら
かになるであろう。これらの図は必ずしも正確な縮尺ではなく、本開示の実施形態を図示
するにあたって強調が施されている。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１Ａ】改質したガラスの、等間隔に離間した複数の欠陥線を有する断層線の図
【図１Ｂ】改質したガラスの、等間隔に離間した複数の欠陥線を有する断層線の図
【図１Ｃ】改質したガラスの図
【図２Ａ】レーザビーム焦線の位置決め、即ち、焦線に沿った誘起吸収による、レーザ波
長に対して透過性の材料の加工を示す図
【図２Ｂ】レーザビーム焦線の位置決め、即ち、焦線に沿った誘起吸収による、レーザ波
長に対して透過性の材料の加工を示す図
【図３Ａ】レーザ掘削のための光学組立体の図
【図３Ｂ１】基板に対してレーザビーム焦線を位置決めすることによって基板を加工する
選択肢を示す図
【図３Ｂ２】基板に対してレーザビーム焦線を位置決めすることによって基板を加工する
選択肢を示す図
【図３Ｂ３】基板に対してレーザビーム焦線を位置決めすることによって基板を加工する
選択肢を示す図
【図３Ｂ４】基板に対してレーザビーム焦線を位置決めすることによって基板を加工する
選択肢を示す図
【図４】レーザ掘削のための第２の光学組立体を示す図
【図５Ａ】レーザ掘削のための第３の光学組立体を示す図
【図５Ｂ】レーザ掘削のための第３の光学組立体を示す図
【図６】レーザ掘削のための第４の光学組立体を示す概略図
【図７Ａ】よりロバストな縁部を形成するため、即ち面取り及び犠牲（ｓａｃｒｉｆｉｃ
ｉａｌ）縁部を生成するための、本出願において説明される様々な方法のフローチャート
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【図７Ｂ】欠陥線を有する面取り縁部を生成するプロセスの図
【図７Ｃ】所定の平面に沿って欠陥線を生成する、集束した角度付きの超短レーザを用い
た、ガラス縁部のレーザ面取りの図。下側の図の、２つのみの欠陥線平面を用いる例に対
して、上側の図は３つの欠陥線平面を用いる例を示す。
【図８Ａ】ピコ秒レーザに関するレーザ放出を時間の関数として示す図。各放出は、１つ
又は複数のサブパルスを含み得るパルス「バースト」を特徴とする。パルス持続時間、パ
ルス間の間隔、及びバースト間の間隔に対応する時間が図示されている。
【図８Ｂ】ピコ秒レーザに関するレーザ放出を時間の関数として示す図。各放出は、１つ
又は複数のサブパルスを含み得るパルス「バースト」を特徴とする。パルス持続時間、パ
ルス間の間隔、及びバースト間の間隔に対応する時間が図示されている。
【図９】切断したパーツを取り外した後に残っている欠陥線を使用して、パーツの縁部に
対する衝撃によって引き起こされた割れの伝播を阻止する犠牲領域として機能させる様子
を示す図
【図１０Ａ】内部欠陥線がイオン交換に供されている、切断したパーツの図であり、上記
イオン交換は、穿通された縁部を除去して所望の縁部面取りを形成するために十分な応力
を加える
【図１０Ｂ】面取りされた角部を取り外すために内部欠陥線がイオン交換（ＩＯＸ）に供
されている、切断したパーツの図であり、これは図１０Ａに示した図と同様であるが、欠
陥線平面が２つしか存在しない
【図１０Ｃ】多数の角度（４つ以上の欠陥線平面）を有する面取り部の図
【図１１Ａ】縁部プローブを用いて、一実施形態の適合性縁部仕上げホイール（研磨ホイ
ール）の径方向縁部に対して実施した、ＩＮＳＴＲＯＮ圧縮試験結果をまとめたプロット
【図１１Ｂ】同一の縁部プローブを用いて、比較例の剛性摩耗性仕上げホイールの径方向
縁部に対して実施した、ＩＮＳＴＲＯＮ圧縮試験結果をまとめたプロット
【図１２Ａ】１５°の延長された縁部面取り部を有するようにパーツをレーザカットした
場合に得られる縁部プロファイルの概略図
【図１２Ｂ】１５°の短縮された縁部面取り部を有するようにパーツをレーザカットした
場合に得られる縁部プロファイルの概略図
【図１２Ｃ】４５°の縁部面取り部を有するようにパーツをレーザカットした場合に得ら
れる縁部プロファイルの概略図
【図１２Ｄ】６０°の縁部面取り部を有するようにパーツをレーザカットした場合に得ら
れる縁部プロファイルの概略図
【図１３Ａ】複合型固定式摩砕ホイールを表す図であり、入って来る縁部プロファイルに
適するように仕上げ動作を集中させるために、様々な結合材料、摩砕材及び形成因子を利
用したホイール設計を用いる方法を示す
【図１３Ｂ】動作中にスピンドル及びホイールを通して摩砕用スラリーを送達するために
準備された、適合性研磨ホイールのコンセプトを示す図
【図１４】定力研磨装置の一実施形態の概略図
【図１５Ａ】レーザ切断済みガラスを機械的に加工するために利用される適合性ホイール
１００の一実施形態を示す図
【図１５Ｂ】図１５Ａのホイールの顕微鏡写真
【図１５Ｃ】図１５Ａのホイールの顕微鏡写真
【図１５Ｄ】図１５Ａのホイールの顕微鏡写真
【図１５Ｅ】図１５Ａのホイールの顕微鏡写真
【図１６】図１５Ａ～１５Ｅの適合性研磨ホイールの公称摩砕サイズの推定
【図１７】ホイール１００による適合性ホイール研磨によって達成される例示的な縁部強
度（ＭＰａ）性能
【図１８Ａ】図１５Ａのホイール１００による機械的研磨前の、レーザ切断済み基板縁部
のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【図１８Ｂ】図１５Ａのホイール１００による機械的研磨後の、レーザ切断済み基板縁部
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のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【図１９Ａ】一実施形態によるホイールによる機械的研磨前の、レーザ切断済み基板縁部
のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【図１９Ｂ】一実施形態によるホイールによる機械的研磨後の、レーザ切断済み基板縁部
のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【図２０Ａ】別の実施形態によるホイール１００による機械的研磨前の、レーザ切断済み
基板縁部のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【図２０Ｂ】別の実施形態によるホイール１００による機械的研磨後の、レーザ切断済み
基板縁部のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　これより、例示的実施形態を説明する。
【００２１】
　本明細書に記載の実施形態は、レーザを用いて任意の形状のガラス基板及び他の透明材
料の縁部を面取り及び／又は斜角形成するプロセスに関する。第１の実施形態は、超短パ
ルスレーザを利用して所望の面取り形状を有するように縁部を切断するステップを伴い、
上記ステップには任意に、完全に自動化された分離のための他のプロセスステップが続い
てよい。上記第１の方法では、プロセスの基本ステップは、所望の縁部形状を画定して、
割れの伝播並びにこれによる基板マトリクスからの上記形状の分離及び取り外しのための
、耐性が最小となる経路を確立する、交差した平面上に、断層線を生成することである。
この方法は本質的に、主基板からパーツを切り出しながら、成形された縁部を生成する。
レーザ分離法は、成形された縁部の、元の基板からの手動分離、部分分離又は自己分離を
可能とするように調整及び構成できる。これらの断層線を生成するための基礎となる原理
は、これ以降、及び２０１３年１月１５日出願の米国特許出願第６１／７５２４８９号明
細書に記載されている。
【００２２】
　第１のステップでは、加工対象の物体に超短パルスレーザビームを照射し、この超短パ
ルスレーザビームは、基板の厚さを貫通する高アスペクト比の線状焦点に集光される。こ
の高エネルギ密度の容積内において、非線形効果によって材料が改質される。この高い光
強度を用いなければ、非線形吸収がトリガされないことに留意することが重要である。こ
の強度閾値未満では、図１Ａ～１Ｃに示すように、材料はレーザ照射に対して透過性とな
り、その元々の状態のままとなる。所望の線又は経路全体をレーザで走査することによっ
て、狭い欠陥線（数マイクロメートル幅）が生成され、上記狭い欠陥線は、次のステップ
で分離されることになる周縁部又は形状を画定する。使用される特定のレーザ法（以下に
記載）は、極めて僅かな（＜７５μｍ、好ましくは＜６０μｍ、場合によっては＜５０μ
ｍ、及びいくつかの実施形態では≦４０μｍ）表面下損傷及び破片しか生成せずに、材料
を通る良好に制御された完全な穿通孔を、シングルパスで生成するという利点を有する。
これは、ガラスの厚さを完全に穿通するために複数回のパスが必要となる場合が多く、融
除プロセスから多量の破片が形成され、より広範囲の表面下損傷（＞１００μｍ）及び縁
部欠けが発生する、典型的なスポット集束レーザの使用による材料の融除とは対照的であ
る。
【００２３】
　図２Ａ及び２Ｂに移ると、材料をレーザ掘削する方法は、パルスレーザビーム２を、ビ
ーム伝播方向に沿って見て、レーザビーム焦線２ｂへと集束させるステップを含む。図３
Ａに示すように、レーザ３（図示せず）はレーザビーム２を放出し、このレーザビーム２
は、光学組立体６のビーム入射側において２ａと呼ばれ、これは光学組立体６へと入射す
る。光学組立体６は入射したレーザビームの方向を、ビーム方向（焦線の長さｌ）に沿っ
た所定の広がり範囲に亘って、出力側の延長レーザビーム焦線２ｂへと変化させる。加工
されることになる平面状の基板１は、レーザビーム２のレーザビーム焦線２ｂと少なくと
も部分的に重なって、ビーム経路内において光学組立体の後方に位置決めされる。参照符
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号１ａは、平面状の基板の、光学組立体６又はレーザそれぞれに対面する表面を指し、参
照符号１ｂは、基板１の反対側の、通常は平行に離間した表面を指す。基板の厚さ（平面
１ａ及び１ｂに対して、即ち基板平面に対して垂直に測定される）は、ｄで標識する。
【００２４】
　図２Ａに示すように、基板１は、長手方向ビーム軸に対して垂直に、及びこれに伴って
、光学組立体６が生成した同一の焦線２ｂの後側に整列され（基板は図の平面に対して垂
直である）、ビーム方向に沿って見ると、基板は焦線２ｂに対して、ビーム方向に見た焦
線２ｂが基板の表面１ａの前で始まり、基板の表面１ｂの前で止まる、即ち依然として基
板内にあるように、位置決めされる。よって、レーザビーム焦線２ｂと基板１の重複領域
において、即ち焦線２ｂで被覆された基板材料において、延長レーザビーム焦線２ｂは、
（長さｌのセクション、即ち長さｌの線状焦点上にレーザビーム２が集束することによっ
て保証される、レーザビーム焦線２ｂに沿った好適なレーザ強度の場合に）長手方向のビ
ーム方向に沿って見た延長セクション２ｃを生成し、上記セクション２ｃに沿って、誘起
吸収が基板材料中で生成され、非線形誘起吸収は、セクション２ｃに沿った基板材料中で
の欠陥線又は割れの形成を誘起する。
欠陥線の形成は局所的なものだけではなく、誘起吸収の延長セクション２ｃの全長に亘る
ものである。セクション２ｃの長さ（即ち最終的に、レーザビーム焦線２ｂと基板１との
重複の長さ）は、参照符号Ｌで標識される。誘起吸収セクション（又は欠陥線の形成が実
行される基板１の材料のセクション）の平均直径又は平均範囲は、参照符号Ｄで標識され
る。この平均範囲Ｄは基本的には、レーザビーム焦線２ｂの平均直径δ、即ち約０．１～
約５μｍの平均スポット直径に対応する。
【００２５】
　図２Ａに示すように、（レーザビーム２の波長λに対して透過性の）基板材料は、焦線
２ｂに沿った誘起吸収により加熱される。図２Ｂは、加熱された材料が最終的に膨張する
ことにより、これに対応して誘起される張力が微小割れの形成を引き起こし、上記張力は
表面１ａにおいて最高となることを概略的に示している。
【００２６】
　焦線２ｂを生成するために適用できる具体的な光学組立体６、及びこれらの光学組立体
を適用できる具体的な光学的設定について、以下に記載する。全ての組立体又は設定はこ
れまでの記載に基づくものであり、従って、同一の構成部品若しくは特徴部分又は機能が
同一の構成部品若しくは特徴部分に関しては同一の参照符号を用いる。従って差異のみを
以下に記載する。
【００２７】
　最終的に分離につながる分割面は、（破断強度、幾何学的精度、粗度及び再機械加工の
必要の回避に関して）高品質であるか、又は高品質でなければならないため、基板表面上
に上記分割線５に沿って位置決めされることになる個々の断層線を、好ましくは以下に記
載の光学組立体（以下、この光学組立体は代替的にレーザ光学部品とも呼ばれる）を用い
て生成する必要がある。粗度は特に、断層線のスポットサイズ又はスポット直径からもた
らされる例えば（基板１の材料と相互作用する）レーザ３の所定の波長λの場合に０．５
～２μｍという小さいスポットサイズを達成するために、通常、レーザ光学部品６の開口
数に対して特定の要件を課す。これらの要件は、以下に記載のレーザ光学部品６によって
満たされる。
【００２８】
　必要な開口数を達成するために、上記光学部品は好ましくは、公知のアッベの式（開口
数＝ｎｓｉｎθ、ｎ：加工されるガラスの屈折率、θ：開口角度の１／２；及びθ＝ａｒ
ｃｔａｎ（Ｄ／２ｆ）；Ｄ：開口、ｆ：焦点距離）に従って、所定の焦点距離に関して必
要な開口を配置しなければならない。その一方でレーザビームは好ましくは、上記光学部
品を上記必要な開口まで照明しなければならず、これは典型的には、レーザと集束用光学
部品との間の拡大用望遠鏡を用いたビームの拡大によって達成される。
【００２９】
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　焦線に沿った均一な相互作用のために、スポットサイズは、あまり強く変化させ過ぎて
はならない。これは例えば、ビーム開口、及びそれに伴って開口数のパーセンテージが僅
かしか変化しないように、集束用光学部品を小さな円形領域においてのみ照明することに
よって保証できる。
【００３０】
　図３Ａ（レーザ照射２のレーザビーム束の中央のビームの高さの、基板平面に対して垂
直なセクション；ここではまた、レーザビーム２は基板平面に垂直に入射し、即ち角度β
は０°であり、これにより焦線２ｂ又は誘起吸収の延長セクション２ｃが基板の法線に対
して平行となる）によると、レーザ３によって放出されたレーザ照射２ａはまず、使用さ
れるレーザ放射に対して完全に不透過性の円形開口８に向けられる。開口８は長手方向ビ
ーム軸に対して垂直に配向され、図示されているビーム束２ａの中央ビームに対してセン
タリングされる。開口８の直径は、ビーム束２ａの中央付近のビーム束又は中央ビーム（
ここでは２ａＺで標識される）が開口に当たり、開口によって完全に吸収されるように選
択される。開口サイズがビーム直径に比べて削減されているため、ビーム束２ａの外側周
縁範囲のビーム（辺縁光線、ここでは２ａＲで標識される）のみが吸収されず、開口８を
横断方向に通過し、光学組立体６の集束用光学素子の辺縁領域に当たり、上記光学素子は
、ここでは球面に切削された両凸面レンズ７として設計される。
【００３１】
　中央ビームに対してセンタリングされたレンズ７は、一般的な球面に切削されたレンズ
の形状の非補正両凸面レンズとして意図的に設計される。換言すると、このようなレンズ
の球面収差を意図的に使用する。代替例として、理想的な焦点を形成しないものの、所定
の長さの明確な伸長した焦線を形成する、理想的に補正された系から逸脱した非球面レン
ズ又は多レンズ系（即ち単一の焦点を有しないレンズ又は系）も使用できる。このように
焦線２ｂに沿って集束するレンズの領域は、レンズの中央から離間している。ビーム方向
に広がる開口８の直径は、ビーム束の直径（１／ｅへの低減のための距離によって定義さ
れるビーム束直径）のおよそ９０％及び光学組立体６のレンズの直径のおよそ７５％であ
る。ビーム束を中央においてブロックする非収差補正球面レンズ７の焦線２ｂは、このよ
うに使用される。図３Ａは、中央ビームを通る１つの平面内のセクションを示し、図示さ
れているビームが焦線２ｂの周りで回転する際、完全な３次元の束を確認できる。
【００３２】
　この焦線の１つの欠点は、条件（スポットサイズ、レーザ強度）が、焦線に沿って、及
びこれに伴って材料の所望の深さに沿って変化する点、並びに従って所望のタイプの相互
作用（非溶融、誘起吸収、割れ形成までの熱可塑性変形）が、焦線のある部分のみにおい
てしか選択できない場合がある点である。これは即ち、基板材料は入射レーザ光の一部し
か所望の様式で吸収しない場合があることを意味する。このようにして、プロセスの効率
（所望の分離速度に対して必要な平均レーザ出力）が損なわれ、その一方でレーザ光は望
ましくないより深い位置（基板又は基板保持構造に付着したパーツ又は層）に伝達され得
、そこで望ましくない様式で相互作用し得る（加熱、拡散、吸収、不必要な改質）。
【００３３】
　図３Ｂ‐１～４は、（図３Ａの光学組立体に関してのみならず、基本的には他のいずれ
の応用可能な光学組立体６に関して）光学組立体６を基板１に対して好適に位置決めする
及び／又は整列させることによって、並びに光学組立体６のパラメータを好適に選択する
ことによって、レーザビーム焦線２ｂを様々に位置決めできることを示す。図３Ｂ‐１に
概略的に示すように、焦線２ｂの長さｌは、これが基板厚さｄを超える（ここでは２倍と
なる）ように調整できる。（長手方向ビーム方向に見て）基板１が焦線２ｂに対して中央
に配置されると、誘起吸収の延長セクション２ｃが基板の厚さ全体に亘って生成される。
【００３４】
　図３Ｂ‐２に示されている場合においては、基板の厚さｄにある程度対応する長さｌの
焦線２ｂが生成される。基板１は線２に対して、線２ｂが基板の前方の、即ち外側の点に
おいて始まり、また誘起吸収の延長セクション２ｃの（ここでは基板表面から所定の基板
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深さまで延在するものの、反対側の表面１ｂまでは延在しない）長さＬが、焦線２ｂの長
さｌより小さくなるように位置決めされる。図３Ｂ‐３は、（ビーム方向沿って見て）基
板１が焦線２ｂの始点の前方に部分的に位置決めされ、これにより、線２ｂの長さｌにｌ
＞Ｌ（Ｌ＝基板１の誘起吸収のセクション２ｃの範囲）が適用されるような場合を示して
いる。従って焦線は基板内で始まり、反対側の表面１ｂを経て基板を超えて延在する。図
３Ｂ‐４は最後に、生成された焦線の長さｌが基板厚さｄより小さくなり、これによって
、入射方向に見て焦線に対して基板が中央に位置決めされている場合、焦線が基板内の表
面１ａの近傍で始まって基板内の表面１ｂの近傍で終わる（ｌ＝０．７５・ｄ）ような場
合を示している。
【００３５】
　少なくとも１つの表面１ａ、１ｂが焦線によって被覆されるように、即ち誘起吸収のセ
クション２ｃが少なくとも１つの表面上で始まるように、焦線２ｂの位置決めを実現する
と、特に有利である。このようにして、表面における融除、フェザリング及び微粒化を回
避しながら殆ど理想的な掘削又は切断を達成できる。
【００３６】
　図４は、適用可能な別の光学組立体６を示す。基本的な構成は図３Ａにおいて記載した
ものと同様であるため、差異のみを以下に記載する。図示されている光学組立体は、焦線
２ｂを生成するための、所定の長さｌの焦線が形成されるように成形された非球面自由表
面を有する光学部品の使用に基づくものである。この目的のために、光学組立体６の光学
素子として非球面レンズを使用できる。図４では、例えば、アキシコンと呼ばれることも
多い、所謂円錐プリズムが使用される。アキシコンは、光軸に沿った線上にスポット源を
形成する（又はレーザビームをリングに変形させる）、円錐形に切削された特別なレンズ
である。このようなアキシコンの設計は原理的には当業者に知られており、本例での円錐
角は１０°である。ここでは参照符号９で標識されたアキシコンの頂点は、入射方向へと
向けられており、ビームの中央に対してセンタリングされる。アキシコン９の焦線２ｂは
アキシコン９の内部で既に始まっているため、基板１（ここではビーム主軸に対して垂直
に整列されている）を、アキシコン９のすぐ後側のビーム経路内に位置決めできる。図４
に示すように、アキシコンの光学特性によって、基板１を、焦線２ｂの範囲を離れること
なく、ビーム方向に沿って変移させることもできる。従って、基板１の材料内の誘起吸収
の延長セクション２ｃは、基板深さｄ全体に亘って延在する。
【００３７】
　しかしながら、図示した設計は以下の制約を受ける：アキシコン９の焦線は上記レンズ
内で既に始まっているため、レンズと材料との間の距離が有限である場合、レーザエネル
ギのかなりの部分が、材料内に位置する焦線２ｂの一部分２ｃへと集束しない。更に、焦
線２ｂの長さｌは、アキシコン９の利用可能な屈折率及び円錐角関して、ビーム直径に関
連する。これが、比較的薄い材料（数ミリメートル）の場合に焦線があまりに長くなり得
る原因であり、これによりここでもレーザエネルギは材料に特異的に（又は完全に）集束
しない。
【００３８】
　これが、アキシコン及び集束用レンズの両方を備える、改良された光学組立体６を用い
る理由である。図５Ａはこのような光学組立体６を示し、これは、延長レーザビーム焦線
２ｂを形成するよう設計された非球面自由表面を有する（ビーム方向に沿って見た）第１
の光学素子がレーザ３のビーム経路内に位置決めされる。図５Ａに示されている場合では
、この第１の素子は、円錐角５°のアキシコン１０であり、これはビーム方向に対して垂
直に位置決めされ、レーザビーム３に対してセンタリングされる。アキシコンの頂点はビ
ーム方向に向かって配向される。ここでは平凸レンズ１１（その湾曲面はアキシコンに向
かって配向される）である第２の集束用光学素子は、ビーム方向においてアキシコン１０
から距離ｚ１に位置決めされる。距離ｚ１はこの場合はおよそ３００ｍｍであり、これは
、アキシコン１０が形成するレーザ照射がレンズ１１の周縁領域に円形に入射するように
選択される。レーザは出力側に、この場合は１．５ｍｍの所定の長さの焦線２ｂ上におい
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て、この場合はレンズ１１からおよそ２０ｍｍである距離ｚ２に円形照射を集束させる。
レンズ１１の有効焦点距離は、ここでは２５ｍｍである。アキシコン１０によるレーザビ
ームの円形変形は、参照符号ＳＲで標識される。
【００３９】
　図５Ｂは、図５Ａによる基板１の材料中の焦線２ｂ又は誘起吸収のセクション２ｃの形
成を詳細に示す。両素子１０、１１の光学特性及びこれらの位置決めは、ビーム方向の焦
線２ｂの長さｌが基板１の厚さｄと完全に一致するように選択される。その結果、図５Ｂ
に示すように、焦線２ｂが基板１の２つの表面１ａと１ｂとの間に正確に位置決めされる
ような、ビーム方向に沿った基板１の正確な位置決めが必要となる。
【００４０】
　従って、焦線がレーザ光学部品からある一定の距離に形成され、またレーザ照射の大半
が焦線の所望の端部に集束すれば有利である。上述のように、これは、一次集束用素子１
１（レンズ）を、必要な領域上を円形にのみ照明することによって達成でき、これは必要
な開口数、及びこれに伴って必要なスポットサイズを実現する役割を果たすが、その一方
で、スポットの中央の極めて短い距離に亘る必要な焦線２ｂが、基本的に円形のスポット
として形成された後で、拡散の円の強度が減少する。このようにして、欠陥線の形成は、
必要な基板深さの短い距離内で停止される。アキシコン１０と集束用レンズ１１との組み
合わせがこの要件を満たす。アキシコンは２つの異なる様式で作用する。即ちアキシコン
１０により、通常は丸みを帯びたレーザスポットがリングの形状で集束用レンズ１１に送
られ、またアキシコン１０の非球面性は、焦面内の焦点の代わりにレンズの焦面を超えて
焦線を形成する効果を有する。焦線２ｂの長さｌは、アキシコン上のビーム直径によって
調整できる。一方、焦線に沿った開口数は、アキシコン‐レンズ間の距離ｚ１によって、
及びアキシコンの円錐角によって調整できる。このようにして、レーザエネルギ全体を焦
線に集中させることができる。
【００４１】
　欠陥線の形成が基板の放出側まで続くと想定する場合、円形照明は、一方では、レーザ
光の大半が焦線の必要な長さに集中したままとなるため、レーザ出力が可能な最良の方法
で使用されるという点、また他方では、円形に照明された領域と、他の光学機能を用いた
所望の収差設定とを併せることで、焦線に沿った均一なスポットサイズ、及びこれに伴っ
て焦線に沿った均一な分離プロセスを達成できるという点で、依然として有利である。
【００４２】
　図５Ａに示す平凸レンズの代わりに、集束用メニスカスレンズ又は別のより高度に補正
された集束用レンズ（非球面、多レンズ系）も使用できる。
【００４３】
　図５Ａに示すアキシコン及びレンズの組み合わせを用いて、極めて短い焦線２ｂを生成
するために、アキシコンに入射するレーザビームの極めて小さいビーム直径を選択するこ
とが好ましい。これは、アキシコンの頂点に対するビームのセンタリングを極めて正確な
ものとする必要がある点、及び従って結果がレーザの方向の変動に対して極めて敏感であ
る点（ビームドリフト安定性）という、実用上の欠点を有する。更に精密にコリメートさ
れたレーザビームは発散性が高く、即ち光の偏向によってビーム束が短い距離に亘ってぼ
やけてしまう。
【００４４】
　図６に戻ると、これら両方の効果は、別のレンズ、即ちコリメートレンズ１２を挿入す
ることによって回避でき、この更なる正レンズ１２は、集束用レンズ１１の円形照明を極
めて精密に調整する役割を果たす。コリメートレンズ１２の焦点距離ｆ’は、アキシコン
からコリメートレンズ１２までの距離ｚ１ａ（これはｆ’に等しい）から所望の円の直径
ｄｒが得られるように選択される。リングの所望の幅ｂｒは、距離ｚ１ｂ（コリメートレ
ンズ１２から集束用レンズ１１まで）によって調整できる。完全に幾何学的な問題として
、円形照明の幅が小さいと、焦線が短くなる。距離ｆ’において最小値を達成できる。
【００４５】
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　従って図６に示す光学組立体６は、図５Ａに示す光学組立体６に基づき、従って差異に
ついてのみ以下に記載する。ここでも（湾曲面がビーム方向に向けられた）平凸レンズと
して設計されたコリメートレンズ１２は更に、（頂点がビーム方向に向けられた）アキシ
コン１０と平凸レンズ１１との間のビーム経路内の中央に配置される。アキシコン１０か
らのコリメートレンズ１２の距離はｚ１ａで表され、コリメートレンズ１２からの集束用
レンズ１１の距離はｚ１ｂで表され、（常にビーム方向に見た）集束用レンズ１１からの
生成された焦線２ｂの距離はｚ２で表される。図６に示すように、アキシコン１０で形成
される円形照射ＳＲは、コリメートレンズ１２に円の直径ｄｒに発散して入射し、これは
、集束用レンズ１１において少なくともおよそ一定の円の直径ｄｒのために、距離ｚ１ｂ
に沿った必要な円の幅ｂｒに調整される。図示されている場合では、レンズ１２における
およそ４ｍｍの円の幅ｂｒが、レンズ１２の集束特性によって、レンズ１１においておよ
そ０．５ｍｍへと削減されるように、極めて短い焦線２ｂを生成することが想定されてい
る（この例では円の直径ｄｒが２２ｍｍである）。
【００４６】
　図示されている例では、典型的なレーザビーム直径２ｍｍ、焦点距離ｆ＝２５ｍｍを有
する集束用レンズ１１、及び焦点距離ｆ’＝１５０ｍｍを有するコリメートレンズを用い
て、０．５ｍｍ未満の焦線の長さｌを達成できる。更にこの実施形態では、ｚ１ａ＝ｚ１
ｂ＝１４０ｍｍ及びｚ２＝１５ｍｍである。
【００４７】
　複数の欠陥を有する線（本明細書では断層線又は穿通孔とも呼ばれる）が生成されると
、分離は、上記断層線上又は上記断層線付近に印加される手動又は機械的応力によって行
うことができ、上記応力又は圧力は、断層線の両側を引き離す張力を生成して、依然とし
て一体に結合した領域を破壊することになる。分離は、レーザ走査速度、レーザ出力、レ
ンズのパラメータ、パルス幅、繰り返し数等といったプロセスパラメータのうちのいくつ
かに左右される。
【００４８】
　図７Ａは、本出願に記載のプロセスの概観を提供する。
【００４９】
　単パルスレーザを用いて所望の形状及び縁部を形成するための方法において、開発され
るプロセスは、線形方式におけるレーザ波長に対する材料の透過性又は低いレーザ強度（
これは、清浄かつ高い（又は初期状態の）表面品質を維持できる）、及びレーザ焦点付近
の高強度の領域によって生成される表面下損傷の低減に依存する。このプロセスの重要な
パラメータのうちの１つは、超短パルスレーザが生成する欠陥の高いアスペクト比である
。これにより、切断及び面取りされることになる材料の上面から下面まで延在し得る、長
く深い断層線又は欠陥線を生成できる。原則として、各欠陥は単一のパルスで生成でき、
また必要であれば追加のパルスを使用して、影響を与える領域（深さ及び幅）の範囲を増
大させることもできる。
【００５０】
　欠陥線を生成するための方法は複数存在する。線状焦点を形成するための光学的方法は
、ドーナツ状レーザビーム及び球面レンズ、アキシコンレンズ、回折素子を使用する複数
の形態、又は高強度の線形領域を形成するための他の方法を取ることができる。基板材料
の破壊を生成するために十分な光学的強度に到達しさえすれば、レーザのタイプ（ピコ秒
、フェムト秒等）及び波長のタイプ（ＩＲ、緑色、ＵＶ等）も変更できる。
【００５１】
　本実施形態では、超短パルスレーザを用いて、連続した、制御可能かつ反復可能な様式
で、この高アスペクト比の垂直な欠陥線を生成する。この垂直な欠陥線の生成を可能とす
る光学的な設定の詳細は上述されている。この実施形態は、光学レンズ組立体内のアキシ
コンレンズを利用して、超短（持続時間がピコ秒又はフェムト秒の）ベッセルビームを用
いて高アスペクト比の無傾斜微小チャネルの領域を生成する。換言すると、アキシコンは
、レーザビームを円筒形かつ高アスペクト比（長さが長く直径が小さい）の領域へと集光
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する。集光されたレーザビームが生成する強い強度により、レーザ電磁場と材料との非線
形相互作用が発生し、レーザエネルギが基板へと伝送される。しかしながら、レーザエネ
ルギ強度が高くない領域（即ちガラス表面、中央集束線を取り囲むガラス容積）では、レ
ーザ強度が非線形閾値未満であるため、ガラスには何も起こらないことを理解することが
重要である。図１Ａ～１Ｃに示すように、ガラス基板を切断及び分離するための方法は本
質的に、超短パルスレーザを用いて、加工対象の材料に断層線を生成することに基づく。
具体的に選択されるプロセスパラメータは、材料の特性（吸収率、ＣＴＥ、応力、組成等
）及び加工のために選択されたレーザパラメータに左右される。
【００５２】
　場合によっては、生成された断層線は、ガラス基板を自動的に分離させるには不十分で
あり、副次的なステップが必要となり得る。これが望まれる場合、非化学強化ガラスの場
合は、機械的力の印加によって、欠陥線の生成後に分離を達成できる。平坦な縁部を有す
るガラス基板を分離するための、図１Ａ～Ｃに示した原理と同一の原理を用いて、面取り
された縁部を製造するためのプロセスを図７Ａに示すように修正できる。ガラスを分離す
るため、及び良好な品質の面取りされた縁部を形成するために、例えば一実施形態では、
欠陥線の３つの別個の平面が生成され、これら平面は交差して、形状の境界を画定する。
例えば図７Ｃに示すように、２つのみの交差する欠陥線平面を用いることによって、異な
る形状を生成できるが、縁部の平坦部分は、いずれの欠陥線を用いずに破壊／分離しなけ
ればならない。欠陥線の特性と、ＩＯＸ浴による処理とを適切に組み合わせることによっ
て、欠陥線平面において角部を分離できるはずである。例えば欠陥線を、ガラス基板の平
坦な表面に対する垂線に対して、角度θｉで形成してよい。いくつかの実施形態では、角
度は０°＜θｉ＜９０°である。例えば図７Ｂの下部の面取りされた縁部は、それぞれが
複数の欠陥線を含む３つの交差する平面によって製造された。
【００５３】
　レーザ及び光学系
　例えば、ガラス又は他の透明脆性材料を切断するために、（例えば１０６４ｎｍ、又は
５３２ｎｍ、２６６ｎｍ若しくは２６１ｎｍ）ピコ秒レーザを、基板中に損傷の線（即ち
欠陥線）を生成するための光学部品を形成する線状焦点ビームと組み合わせて使用する、
プロセスが開発された。厚さ０．７ｍｍのサンプルＣｏｒｎｉｎｇ（登録商標）Ｇｏｒｉ
ｌｌａ（登録商標）ガラスコード２３２０を、それが線状焦点内となるように位置決めす
る。長さ～１ｍｍの線状焦点と、繰り返し数２００ｋＨｚにおいて～＞３０Ｗ（～１５０
μＪ／パルス）の出力を生成するピコ秒レーザとを用いると、線状領域における光学的強
度を容易に、材料において非線形吸収を生成できる程度に十分に高くすることができる。
損傷、融除、気化又はその他の改質を受けた材料の領域は、高強度の線形領域に概ね続い
て生成される。
【００５４】
　このようなピコ秒レーザの典型的な動作は、複数のパルスの「バースト」を生成するこ
とに留意されたい（例えば図８Ａ及び８Ｂを参照）。各「バースト」は、持続時間が極め
て短い（例えば～１０ｐｓｅｃ）複数のパルス（本明細書ではサブパルスとも呼ばれる）
を含んでよい。バースト内の各サブパルス又は個々のパルスは、例えばおよそ２０ｎｓｅ
ｃ（５０ＭＨｚ）だけ時間的に離間しており、この時間はレーザキャビティの設計に左右
されることが多い。各「バースト」間の時間は遥かに長くなり、～２００ｋＨｚのレーザ
繰り返し数に対して～５μｓｅｃとなることが多い。正確なタイミング、パルス持続時間
及び繰り返し数は、レーザの設計に応じて変化し得る。しかしながら、高強度の短パルス
（＜１５ｐｓｅｃ）が、この技術を用いて良好に作用することが分かっている。
【００５５】
　例えば、複数のパルスのバーストはそれぞれ、約１～約５０ｎｓｅｃ、例えば１０～５
０ｎｓｅｃ（例えば約２０ｎｓｅｃ又は３０ｎｓｅｃ）の持続時間だけ互いに離間した、
２つのパルス（本明細書ではサブパルスとも呼ばれる）又はより多く（例えば１バースト
内に３パルス、４パルス、５パルス、１０パルス、１５パルス、２０パルス、２２パルス
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、２５パルス若しくはより多くのパルス）を含んでよく、バースト繰り返し周波数（即ち
２つの連続するバーストの最初のパルス間の分離）は、約１～約２００ｋＨｚとすること
ができる。パルスレーザビームは、材料がその波長において略透過性となるように、選択
された波長を有することができる。本開示の文脈では、材料はレーザ波長に対して、上記
波長における吸収率が材料の深さ１ｍｍあたり約５０％未満（例えば＜４０％）、より好
ましくは１０％未満、及び更に好ましくは約１％未満である場合に、略透過性である。こ
の波長は例えば、１０６４ｎｍ、５３２ｎｍ又は２６６ナノメートルであってよい。材料
において測定される平均レーザ出力は、材料の厚さ１ｍｍあたり４０マイクロジュール超
、例えば４０～１０００マイクロジュール／ｍｍ、例えば１００～９００μＪ／ｍｍ、又
は１００～６５０マイクロジュール／ｍｍとすることができ、２００～４００μＪ／ｍｍ
が好ましい。
【００５６】
　例えば、図８Ａ及び８Ｂに示すように、本明細書に記載の実施形態によると、ピコ秒レ
ーザはパルス５００Ａの「バースト」５００を生成し、これは場合によっては「バースト
パルス」とも呼ばれる。各「バースト」５００は、最高１００ｐｓｅｃ（例えば０．１ｐ
ｓｅｃ、５ｐｓｅｃ、１０ｐｓｅｃ、１５ｐｓｅｃ、１８ｐｓ、２０ｐｓ、２２ｐｓ、２
５ｐｓ、３０ｐｓ、５０ｐｓ、７５ｐｓ又はこれらの数値の間）という極めて短い持続時
間Ｔｄの複数のパルス５００Ａを含有してよい。単一のバースト５００内のこれら個々の
パルス５００Ａは、「サブパルス」とも呼ぶことができ、これは単に、これらがパルスの
単一のバースト内で発生するという事実を示す。上記バースト内の各レーザパルス５００
Ａのエネルギ又は強度は、バースト内の他のパルスのエネルギ又は強度と等しくなくてよ
く、バースト５００内の複数のパルスの強度分布は、レーザの設計によって支配されてい
る、時間による急激な減衰に追随することが多い。好ましくは、本明細書に記載の例示的
実施形態のバースト５００内の各パルス５００Ａは、バースト内の後続のパルスから、１
～５０ｎｓｅｃ（例えば１０～５０ｎｓｅｃ又は１０～３０ｎｓｅｃ）の期間Ｔｐだけ時
間的に離れており、上記時間はレーザキャビティの設計によって支配されることが多い。
ある所定のレーザに関して、バースト５００内の各パルス間の時間間隔Ｔｐ（パルス‐パ
ルス間間隔）Ｔｐは比較的均一である（±１０％）。例えばいくつかの実施形態では、各
パルスは後続のパルスから、およそ２０ｎｓｅｃ（５０ＭＨｚ）だけ時間的に離れている
。例えば、約２０ｎｓｅｃのパルス‐パルス間間隔Ｔｐを生成するレーザに関して、ある
バースト内のパルス間隔Ｔｐは約±１０％内に維持され、又は約±２ｎｓｅｃである。各
「バースト」間の時間（即ちバースト間の時間間隔Ｔｂ）は遥かに長くなる（例えば０．
２５≦Ｔｂ≦１０００マイクロ秒、例えば１～１０マイクロ秒又は３～８マイクロ秒）。
例えば、本明細書に記載のレーザの例示的実施形態のうちのいくつかでは、これは約２０
０ｋＨｚのレーザ繰り返し数又は周波数に関して約５マイクロ秒となる。レーザ繰り返し
数はまた、本明細書ではバースト繰り返し周波数とも呼ばれ、これはあるバーストの第１
のパルスと、後続のバーストの第１のパルスとの間の時間として定義される。他の実施形
態では、バースト繰り返し周波数は約１～約４ＭＨｚである。より好ましくは、レーザ繰
り返し数は例えば約１０～約６５０ｋＨｚとすることができる。各バーストの第１のパル
スと後続のバーストの第１のパルスとの間の時間Ｔｂは、０．２５マイクロ秒（４ＭＨｚ
の繰り返し数）～１０００マイクロ秒（１ｋＨｚの繰り返し数）、例えば０．５マイクロ
秒（２ＭＨｚの繰り返し数）～４０マイクロ秒（２５ｋＨｚの繰り返し数）、又は２マイ
クロ秒（５００ｋＨｚの繰り返し数）～２０マイクロ秒（５０ｋＨｚの繰り返し数）であ
ってよい。正確なタイミング、パルス持続時間及び繰り返し数は、レーザの設計に応じて
変化できるが、高強度の短いパルス（Ｔｄ＜２０ｐｓｅｃ及び好ましくはＴｄ≦１５ｐｓ
ｅｃ）は動作が特に良好であることが示されている。
【００５７】
　材料を改質するために必要なエネルギについて、バーストエネルギ、即ちあるバースト
内に含まれるエネルギ（各バースト５００は一連の複数のパルス５００Ａを含む）に関し
て、又は単一のレーザパルス内に含まれるエネルギ（その多くはあるバーストを構成する
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）に関して説明できる。これらの応用に関して、バーストあたりのエネルギは、２５～７
５０μＪより好ましくは５０～５００μＪ、５０～２５０μＪとすることができる。いく
つかの実施形態では、バーストあたりのエネルギは１００～２５０μＪである。バースト
内の個々のパルスのエネルギはより小さくなり、正確な個々のレーザパルスエネルギは、
バースト５００内のパルス５００Ａの数、及び図８Ａ及び８Ｂに示すような時間によるレ
ーザパルスの減衰率（例えば急激な減衰率）に左右されることになる。例えば一定のエネ
ルギ／バーストのために、あるバーストパルスが１０個の個々のレーザパルス５００Ａを
含む場合、個々のレーザパルス５００Ａはそれぞれ、同一のバーストパルス５００が２つ
の個々のレーザパルスしか有しない場合よりも小さいエネルギを含むことになる。
【００５８】
　このようなバーストパルスを生成できるレーザの使用は、透明材料、例えばガラスを切
断又は改質するために有利である。単一パルスレーザの繰り返し数によって時間的に離れ
ている複数の単一パルスの使用とは対照的に、レーザエネルギを（バースト５００を構成
する）サブパルスの迅速なシーケンス全体に亘って広げるバーストパルスシーケンスの使
用により、レーザを用いて可能な材料との高強度相互作用のタイムスケールを長くするこ
とができる。単一パルスを時間的に拡大できる一方で、これが実施されると、パルス内強
度をパルス幅に亘っておおよそ１だけ落とすことが要求される。従って、１０ｐｓｅｃの
単一パルスが１０ｎｓｅｃパルスに拡大される場合、強度はおおよそ３桁下がる。このよ
うな低減により、非線形吸収がもはや重要でなくなり、かつ光‐材料間相互作用が切断を
可能とすることができるほどには強くなくなる点まで、光の強度を低下させることができ
る。対照的に、バーストパルスレーザを用いると、バースト５００内の各サブパルス５０
０Ａ（又はバースト５００内のパルス５００Ａ）中の強度は極めて高いままとすることが
でき、例えば、およそ１０ｎｓｅｃだけ時間的に離れている、３つの１０ｐｓｅｃのパル
ス５００Ａは、各パルス内の強度を依然として単一の１０ｐｓｅｃパルスの強度のおおよ
そ３倍とすることができ、その一方でレーザを、ここでは３桁大きいタイムスケールに亘
って材料と相互作用させることができる。従って、あるバースト内の複数のパルス５００
Ａをこのように調整することにより、既存のプラズマプルームとの光のより強い又は弱い
相互作用、初期又は過去のレーザパルスによって事前に励起された原子及び分子とのより
強い又は弱い光‐材料間相互作用、及び微小割れの制御された成長を促進できる材料内の
より強い又は弱い加熱効果を促進できるような方法で、レーザ‐材料間相互作用のタイム
スケールを操作できる。材料を改質するためのバーストエネルギの必要量は、基板材料の
組成、及び基板との相互作用に使用される線状焦点に左右されることになる。相互作用範
囲が長いほど、エネルギはより広がり、また必要となるバーストエネルギが高くなる。
【００５９】
　孔又は損傷トラックの形成：
　（例えばイオン交換後ガラスを用いて）基板又は透明材料が十分な応力を有する場合、
パーツは、レーザプロセスによってトレースされた穿通損傷の経路に沿って割れ、自発的
に分離することになる。しかしながら、（例えばＣｏｒｎｉｎｇ　Ｅａｇｌｅ　ＸＧ（登
録商標）組成物の場合のように）基板に固有の応力が高くない場合、ピコ秒レーザは単に
、加工物中に損傷トラック（即ち欠陥線又は穿通孔）を形成するだけである。欠陥線又は
損傷トラックの内径は通常５μｍ以下である。即ち欠陥線（損傷トラック）は概ね、例え
ば～０．５～１．５マイクロメートル、又は０．２マイクロメートル～２マイクロメート
ル（例えばいくつかの実施形態では０．２～０．７マイクロメートル若しくは０．３～０
．６マイクロメートル）の内側寸法を有する孔の形態を取る。好ましくは、上記孔は寸法
が極めて小さい（一桁台のマイクロメートル又はそれ以下）。
【００６０】
　孔又は欠陥線は、材料の厚さ全体を穿通でき、また材料の深さ全体に亘る連続した開口
部であってもなくてもよい。図１Ｃは、７００μｍ厚の非強化「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラス
基板の片の厚さ全体を穿通する上述のトラックの例を示す。穿通孔又は損傷トラックは、
へき開縁部の側部を通して観察される。材料を通るトラックは、貫通孔である必要はなく
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、孔を塞ぐガラスの領域が存在してよいが、上記領域は一般にサイズが小さい。
【００６１】
　集束したレーザビームの下で基板が並進移動するため、これらの孔の間の横断方向間隔
（ピッチ）は、レーザのパルス数によって決定される。完全な孔を形成するためには、単
一のピコ秒レーザパルスバーストしか必要でないが、必要に応じて複数のパルスを使用し
てよい。異なるピッチの複数の孔を形成するために、レーザを、より長い又は短い間隔で
点灯するようにトリガできる。切断動作に関して、レーザのトリガは一般に、ビームの下
での、ステージによって駆動されるパーツの運動と同期されるため、レーザパルスは１μ
ｍ毎又は５μｍ毎といった固定間隔でトリガされる。正確な間隔は、基板内の応力レベル
を考慮して、穿通孔から穿通孔への割れの伝播を促進する、材料の特性によって決定され
る。しかしながら、基板の切断とは対照的に、材料を穿通するためだけに同一の方法を用
いることもできる。この場合、孔は例えば５μｍのピッチで離間している。
【００６２】
　レーザ出力及びレンズ焦点距離（これは流糸線の長さ、及びこれに伴って出力密度を決
定する）は、ガラスを完全に貫通することと、微小割れが少ないこととを保証するために
、特に重要なパラメータである。
【００６３】
　一般に、利用可能なレーザ出力が高いほど、上述のプロセスを用いて材料をより迅速に
切断できる。本明細書で開示されるプロセスは、切断速度０．２５ｍ／ｓｅｃ以上でガラ
スを切断する。切断速度は、複数の孔又は改質領域を生成しながら透明材料（例えばガラ
ス）の表面に対してレーザビームが移動する速さである。製造のための資本投資を最小化
するため、及び設備利用率を最適化するために、例えば２５０ｍｍ／ｓｅｃ、４００ｍｍ
／ｓｅｃ、５００ｍｍ／ｓｅｃ、７５０ｍｍ／ｓｅｃ、１ｍ／ｓｅｃ、１．２ｍ／ｓｅｃ
、１．５ｍ／ｓｅｃ若しくは２ｍ／ｓｅｃ、又は更に３．４～４ｍ／ｓｅｃといった高い
切断速度が望ましいことが多い。レーザ出力は、レーザのバーストエネルギとバースト繰
り返し周波数（数）との積に等しい。一般に、高い切断速度でこのようなガラス材料を切
断するために、損傷トラックは典型的には１～２５マイクロメートルだけ離間し、いくつ
かの実施形態ではこの間隔は好ましくは３マイクロメートル以上、例えば３～１２マイク
ロメートル、又は例えば５～１０マイクロメートルである。
【００６４】
　例えば、３００ｍｍ／ｓｅｃの直線切断速度を達成するために、３マイクロメートルの
孔ピッチは、少なくとも１００ｋＨｚのバースト繰り返し数を有するパルスバーストレー
ザに対応する。６００ｍｍ／ｓｅｃの切断速度に関して、３マイクロメートルのピッチは
、少なくとも２００ｋＨｚのバースト繰り返し数を有するバーストパルスレーザに対応す
る。２００ｋＨｚにおいて少なくとも４０μＪ／バーストを生成し、切断速度６００ｍｍ
／ｓで切断を行うパルスバーストレーザは、少なくとも８ワットのレーザ出力を有する必
要がある。従って、切断速度が高くなると、更に高いレーザ出力が必要となる。
【００６５】
　例えば３μｍピッチ及び４０μＪ／バーストにおいて０．４ｍ／ｓｅｃの切断速度には
、少なくとも５ワットのレーザが必要となり、３μｍピッチ及び４０μＪ／バーストにお
いて０．５ｍ／ｓｅｃの切断速度には、少なくとも６ワットのレーザが必要となる。従っ
て好ましくは、パルスバーストのレーザ出力は６ワット以上、より好ましくは少なくとも
８ワット以上、及び更に好ましくは少なくとも１０Ｗ以上である。例えば、４μｍピッチ
（欠陥線の間隔、又は損傷トラック間の間隔）及び１００μＪ／バーストにおいて０．４
ｍ／ｓｅｃの切断速度を達成するためには、少なくとも１０ワットのレーザが必要であり
、４μｍピッチ及び１００μＪ／バーストにおいて０．５ｍ／ｓｅｃの切断速度を達成す
るためには、少なくとも１２ワットのレーザが必要である。例えば、３μｍピッチ及び４
０μＪ／バーストにおいて１ｍ／ｓｅｃの切断速度を達成するためには、少なくとも１３
ワットのレーザが必要である。また例えば、４μｍピッチ及び４００μＪ／バーストにお
いて１ｍ／ｓｅｃの切断速度は、少なくとも１００ワットのレーザが必要となる。損傷ト
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ラック間の最適なピッチ及び正確なバーストエネルギは材料に左右され、経験的に決定で
きる。しかしながら、レーザパルスエネルギが上昇する、又は損傷トラックをより小さい
ピッチで作製するのは、常に基板材料の分離をより良好なものとする、又は縁部品質を改
善する条件ではないことに留意されたい。損傷トラック間のピッチがあまりに密である（
例えば＜０．１マイクロメートル、いくつかの例示的実施形態では＜１μｍ、又はいくつ
かの実施形態では＜２μｍ）と、場合により、近隣の後続の損傷トラックの形成を阻害し
得、また穿通された輪郭を巡る材料の分離を阻害し得、またガラス内の望ましくない微小
割れの増大にもつながり得る。ピッチが長過ぎる（＞５０μｍ、及びいくつかのガラスで
は＞２５μｍ又は＞２０μｍでさえある）と、「非制御下の微小割れ」を引き起こし得る
。即ちこの場合、孔から孔への伝播の代わりに、微小割れが異なる経路に沿って伝播し、
異なる（望ましくない）方向のガラスの割れを引き起こす。これは最終的には、分離され
たガラスパーツの強度を低下させ得る。というのは残留する微小割れは、ガラスを弱化さ
せるきずとして作用することになるためである。各損傷トラックを形成するために使用さ
れるバーストエネルギが高過ぎる（例えば＞２５００μＪ／バースト、及びいくつかの実
施形態では＞５００μＪ／バースト）と、既に形成された隣接する損傷トラックの微小割
れの「治癒（ｈｅａｌｉｎｇ）」又は再溶融を引き起こし得、これはガラスの分離を阻害
することになる。従って、バーストエネルギが＜２５００μＪ／バースト、例えば≦５０
０μＪ／バーストであることが好ましい。また、高過ぎるバーストエネルギの使用は微小
割れの形成を引き起こし得、これは極めて大きく、分離後のパーツの縁部強度を低減する
きずを生成する。バーストエネルギが低過ぎる（＜４０μＪ／バースト）と、ガラス内に
目に見える損傷トラックを形成できず、従って特に高い分離力又は穿通された輪郭に沿っ
た分離の完全な不可能性につながり得る。
【００６６】
　このプロセスが可能な典型的な切断速度の例は、例えば０．２５ｍ／ｓｅｃ以上である
。いくつかの実施形態では、切断速度は少なくとも３００ｍｍ／ｓｅｃである。本明細書
に記載のいくつかの実施形態では、切断速度は少なくとも４００ｍｍ／ｓｅｃ、例えば５
００～２０００ｍｍ／ｓｅｃ以上である。いくつかの実施形態では、ピコ秒（ｐｓ）レー
ザはパルスバーストを利用して、０．５マイクロメートル～１３マイクロメートル、例え
ば０．５～３マイクロメートルの周期で欠陥線を生成する。いくつかの実施形態では、パ
ルスレーザは１０Ｗ～１００Ｗのレーザ出力を有し、材料及び／又はレーザビームは互い
に対して、少なくとも０．２５ｍ／ｓｅｃ；例えば０．２５～０．３５ｍ／ｓｅｃ、又は
０．４ｍ／ｓｅｃ～５ｍ／ｓｅｃの速度で並進移動する。好ましくは、パルスレーザビー
ムの各パルスバーストは、加工物において測定した場合に、加工物の厚さ１ｍｍあたり４
０マイクロジュール／バースト超の平均レーザエネルギを有する。好ましくは、パルスレ
ーザビームの各パルスバーストは、加工物において測定した場合に、加工物の厚さ１ｍｍ
あたり２５００マイクロジュール／バースト未満、及び好ましくは加工物の厚さ１ｍｍあ
たり約２０００マイクロジュール／バースト未満、及びいくつかの実施形態では加工物の
厚さ１ｍｍあたり１５００マイクロジュール／バースト未満、例えば加工物の厚さ１ｍｍ
あたり５００マイクロジュール／バースト以下の平均レーザエネルギを有する。
【００６７】
　「Ｃｏｒｎｉｎｇ」「Ｇｏｒｉｌｌａ」等のガラスに関してと比べてアルカリ含有量が
低いか又はゼロのアルカリ土類ボロアルミノシリケートガラスを穿通するためには、遥か
に高い（５～１０倍高い）容積パルスエネルギ密度（μＪ／μｍ３）が必要となることが
発見された。これは例えば、好ましくは少なくとも１バーストあたり２パルスを有するパ
ルスバーストレーザを利用し、約０．０５μＪ／μｍ３以上、例えば少なくとも０．１μ
Ｊ／μｍ３、例えば０．１～０．５μＪ／μｍ３の、上記アルカリ土類ボロアルミノシリ
ケートガラス中の容積エネルギ密度を提供することによって、達成できる。
【００６８】
　従って、レーザが、１バーストあたり少なくとも２パルスを有するパルスバーストを生
成することが好ましい。例えばいくつかの実施形態では、パルスレーザは１０Ｗ～１５０
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Ｗ（例えば１０～１００Ｗ）のレーザ出力を有し、１バーストあたり少なくとも２パルス
（例えば１バーストあたり２～２５パルス）を有するパルスバーストを生成する。いくつ
かの実施形態では、パルスレーザは２５～６０Ｗの出力を有し、１バーストあたり少なく
とも２～２５パルスを有するパルスバーストを生成し、このレーザバーストが生成する隣
接する欠陥線間の周期又は距離は２～１０マイクロメートルである。いくつかの実施形態
では、パルスレーザは１０～１００Ｗのレーザ出力を有し、１バーストあたり少なくとも
２パルスを有するパルスバーストを生成し、加工物及びレーザビームは互いに対して、少
なくとも０．２５ｍ／ｓｅｃの速度で並進移動する。いくつかの実施形態では、加工物及
び／又はレーザビームは互いに対して、少なくとも０．４ｍ／ｓｅｃの速度で並進移動す
る。
【００６９】
　例えば、厚さ０．７ｍｍの非イオン交換Ｃｏｒｎｉｎｇコード２３１９又はコード２３
２０「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラスを切断するために、約１５０～２５０μＪ／バーストのパ
ルスバーストエネルギ及び２～１５のバーストパルス数を伴う３～７マイクロメートルの
ピッチ、また好ましくは３～５マイクロメートルのピッチ及び２～５のバーストパルス数
（１バーストあたりのパルスの数）が、良好に作用できることが観察されている。
【００７０】
　１ｍ／ｓｅｃの切断速度において、厚いＥａｇｌｅＸＧガラスの切断には典型的に、１
５～８４ワットのレーザ出力の利用が必要となり、３０～４５ワットで十分である場合が
多い。一般に、広範なガラス及び他の透明材料に亘って、出願人らは、０．２～１ｍ／ｓ
ｅｃの切断速度を達成するために１０～１００Ｗのレーザ出力が好ましく、多くのガラス
に関しては２５～６０ワットのレーザ出力で十分である（かつ最適である）ことを発見し
た。０．４ｍ～５ｍ／ｓｅｃの切断速度に関して、レーザ出力は好ましくは、４０～７５
０μＪ／バーストのバーストエネルギ、（切断される材料に応じて）１バーストあたり２
～２５パルス、及び３～１５μｍ又は３～１０μｍの孔間隔（又はピッチ）を伴う１０～
１５０Ｗとするべきである。これらの切断速度のためには、ピコ秒パルスバーストレーザ
の使用が好ましい。というのは、上記ピコ秒パルスバーストレーザは高い出力と、必要な
１バーストあたりのパルス数とを生成するためである。従っていくつかの例示的実施形態
によると、パルスレーザは１０～１００Ｗ、例えば２５～６０ワットの出力を生成し、ま
た１バーストあたり少なくとも２～２５パルスのパルスバーストを生成し、欠陥線間の間
隔は２～１５マイクロメートルとなる。そしてレーザビーム及び／又は加工物は互いに対
して、少なくとも０．２５ｍ／ｓｅｃ、いくつかの実施形態では少なくとも０．４ｍ／ｓ
ｅｃ、例えば０．５～５ｍ／ｓｅｃ以上の速度で並進移動する。
【００７１】
　面取りされた縁部の切断及び分離
　面取り方法１
　非強化「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラス、具体的にはＣｏｒｎｉｎｇコード２３２０を用いて
、面取りされた縁部の分離を可能にする、異なる複数の条件が発見された。この第１の方
法は、欠陥線を生成し、所望の形状（この場合は面取りされた縁部）に従った断層線を形
成するためだけに、ピコレーザを使用するものである。このステップの後、破壊用プライ
ヤを用いることによって、パーツを手で屈曲させることによって、又は分離を開始させて
断層線に沿って伝播させる張力を生成するいずれの方法によって、機械的分離を達成でき
る。７００μｍ厚の非強化「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラスに欠陥線を有する面取りされた縁部
を生成し、パーツを機械的に分離するために、以下の光学部品及びレーザパラメータに関
して最良の結果が見られた：
　ピコ秒レーザ（１０６４ｎｍ）
　アキシコンレンズへの入力ビーム直径～２ｍｍ
　アキシコン角度＝１０°
　初めのコリメートレンズ焦点距離＝１２５ｍｍ
　最後の対物レンズ焦点距離＝４０ｍｍ
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　ｚ＝０．７ｍｍに設定された焦点（即ちガラスの厚さに対して中央に設定された線状焦
点）
　最大出力１００％のレーザ出力（～４０ワット）
　レーザのパルス繰り返し数＝２００ｋＨｚ
　ピッチ＝５μｍ
　３パルス／バースト
　流糸線あたり単回のパス
　犠牲縁部。
【００７２】
　ガラス内部に残存する欠陥線の存在は、縁部が衝撃を受けた場合に割れの伝播を阻止す
るために有益となり得る。この場合、欠陥線平面を、損傷阻止位置として作用するよう、
実際には、欠陥線に対して外側の、ガラスの領域の「犠牲」縁部部分を生成するように使
用できる。実際、分離された縁部の内部への追加の欠陥線、又は実際の縁部の内側に更に
複雑な内部斜角を形成するために交差した複数の欠陥線のセットを単に生成することが、
いずれの物理的な面取り特徴部分をパーツの外側縁部に必要とすることなく、又はこのよ
うな特徴部分を生成するためのいずれの機械的研削及び研磨を必要とすることなく、パー
ツの信頼性を向上させる方法となり得る。このタイプの犠牲縁部のためのいくつかの選択
肢を図９に示す。上述のピコ秒レーザプロセスは、各欠陥線を単回のパスにおいて最高１
ｍ／ｓの速度で生成するため、これらの追加の「損傷停止」線を生成するのは極めて容易
であり、費用対効果が高い。
【００７３】
　面取り方法２：
　欠陥線の形成の例
　７００μｍ厚の非強化「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラスに欠陥線を有する面取りされた縁部を
生成し、パーツを機械的に分離するために、一実施形態によると、以下の光学部品及びレ
ーザパラメータを利用した：
　ピコ秒レーザ（１０６４ｎｍ）
　アキシコンレンズへの入力ビーム直径～２ｍｍ
　アキシコン角度＝１０°
　初めのコリメートレンズ焦点距離＝１２５ｍｍ
　最後の対物レンズ焦点距離＝４０ｍｍ
　ｚ＝０．７ｍｍに設定された焦点（即ちガラスの厚さに対して中央に設定された線状焦
点）
　最大出力１００％のレーザ出力（～４０ワット）
　レーザのパルス繰り返し数＝２００ｋＨｚ
　ピッチ＝５μｍ
　３パルス／バースト
　流糸線あたり単回のパス。
【００７４】
　レーザ、例えば上述のピコ秒レーザは、断層線を生成し、ガラスを切断する。欠陥線に
よって形成されたガラス外側縁部片の分離は、機械的力によって実施する必要はない。レ
ーザ加工自体は、小さな面取り領域又は角部片をパーツから除去するのに十分な応力を生
成できる。このレーザ切断プロセスは線状焦点を利用し、ガラス又は他の透明材料を２０
０～１０００ｍｍ／ｓｅｃの速度で、垂直に又は角度を付けて切断して、面取り成形され
た縁部を生成できる。本明細書に記載のいくつかの実施形態によると、切断プロセス中、
１つ又は複数の強いレーザビームが薄型ガラスを切断及び分離し、これは６０μｍ未満の
表面下損傷を引き起こし、そのＲａ表面粗度は４００ｎｍ未満である。いくつかの実施形
態によると、表面下損傷は３０μｍ未満であり、そのＲａ表面粗度は２００ｎｍ未満であ
る。レーザガラス切断ステップは、最終製品形状の数マイクロメートル以内まで達成でき
、続いて最終仕上げプロセスにより、最小量のガラス原材料を除去して、顧客の縁部仕上
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げ、強度及び縁部衝撃要件を満たすことができる。このプロセスは、ガラスの積層体をガ
ラス表面に対して垂直に切断でき、これによって積層仕上げを実施できる。
【００７５】
　欠陥線で形成されたガラス外側縁部片の分離は、ＣＯ２レーザの適用又は機械的力の適
用によって実施する必要はない。多くの例では、ガラス基板から分離されたガラスパーツ
は、イオン交換プロセスでの化学強化のために送られる。イオン交換自体は、パーツの面
取り領域又は角部における剥離又は分離を促進するために十分な応力を生成できる。ガラ
ス表面に新たなイオンを導入すると、外側角部片を剥離又は分離させるために十分な応力
を生成できる。更に、イオン交換プロセスで使用される高温塩浴は、断層線に沿った剥離
又は分離を誘起して面取りされた縁部又はその他の成形された縁部を提供するために十分
な熱応力を提供できる。いずれの場合においても、最終的な結果として、所望の面取り形
状を形成するための内部欠陥線に更に良好に従う縁部が得られる（図１０Ａ～１０Ｃ参照
）。図１０Ａは、内部欠陥線を有する切断パーツをイオン交換に供している図であり、上
記イオン交換は、穿通された縁部を除去して所望の縁部面取りを形成するために十分な応
力を付与する。図１０Ｂは、内部欠陥線を有する切断パーツをイオン交換（ＩＯＸ）に供
して面取りされた角部を取り除いている図であり、図１０Ａに示す図と同様であるが、欠
陥線平面を２つしか有しない。図１０Ｃは、多数の角度（４つ以上の欠陥線平面）を有す
る面取りの図である。
【００７６】
　レーザ切断縁部に縁部仕上げを施して、レーザ切断及び分離を受ける領域の縁部に残存
する損傷を除去してよい。少なくともいくつかの実施形態によると、レーザ切断によって
調製された基板の縁部強度は、縁部仕上げ中に、適合性が高い摩砕縁部仕上げホイール（
本明細書では研磨ホイールとも呼ばれる）を用いることにより、大幅に増大させることが
できる。適合性（バルク弾性率０．１～５ＧＰａ）の摩砕研磨ホイールの使用により、（
例えば、加工物の平行な基板表面及び基板縁部によって形成される角部上にこのような除
去を集中させる）部分延性方式での材料の除去が行われる。これを実施する際、縁部強度
及び衝撃損傷耐性は、部分延性方式の材料除去によって（部分延性方式縁部仕上げにおけ
る破砕力学によって決定されるような）表面下損傷を低減することによってのみならず、
応力集中点（即ち平行な基板表面と基板縁部との間に形成される角部）の角を落とすこと
によってこれらを打ち消すことによって、上昇する。いくつかの実施形態では、研磨ホイ
ールは、適合性固定摩砕縁部仕上げホイールである（摩砕材がポッティングされており、
移動しない）。いくつかの実施形態では、研磨ホイールは適合性摩砕縁部仕上げホイール
であり、摩砕材は外部から送達され、固定されていないが、研磨ホイールは、摩砕材を担
持することにより、摩砕縁部仕上げを提供する。これらの実施形態では、研磨ホイール本
体は依然として、０．１～５ＧＰａのバルク弾性率に適合している。いくつかの実施形態
では、研磨ホイールは適合性固定摩砕縁部仕上げホイールであり、追加の摩砕材が外部か
ら送達され、上記摩砕材を担持することによって摩砕縁部仕上げを提供する。このような
実施形態の研磨ホイール本体は依然として、０．１～５ＧＰａのバルク弾性率に適合して
いる。
【００７７】
　従って、一実施形態によると、本方法は、所望の縁部仕上げを提供するための特定のタ
イプ、サイズ、濃度及び摩損度を有するある量の摩砕材を担持する、軟質の（金属又はセ
ラミックでない）摩砕性結合材料を特徴とする構造によって適合性となった適合性固定摩
砕ホイール１００（本明細書では研磨ホイール又は仕上げホイール１００とも呼ばれる）
を採用した、定力縁部仕上げプロセスを利用する。上記結合材料は例えばポリマー材料で
あってよい。１つ又は複数の適合性固定摩砕ホイール１００は、上記ホイールを高速で回
転させると同時に、仕上げを施そうとする１つ又は複数の基板縁部に上記ホイールを接触
させることができる装置に取り付けられる。ホイール１００を格納する上記装置によって
横方向の力が印加され、これにより、１つ又は複数のガラス基板（加工物）の縁部は適合
性ホイールに完全に押し付けられ、これにより、先進切断技術によって形成された１つ又
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は複数の基板縁部プロファイル上の応力集中点の角を落としてこれを打ち消すことができ
る。当然のことながら、適合性ホイール１００の形直し及び目直しが実施される。
【００７８】
　より具体的には、本明細書において言及する場合、「適合性（ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ）
」は、縁部仕上げ過程で発生するに従って、空気シリンダ、単なるばね又は他の同様のデ
バイスといった外部ソースによって送達され、かつ代表的な基板縁部等の定義された接触
領域を通して伝達される、横方向の力に対する固定仕上げホイールの相対的機械的耐性を
指す。ある例示的実施形態では、典型的な矩形基板縁部を模して設計された試験プローブ
を通して上記固定仕上げホイール構造に圧縮力を送達するよう設定された、市販のＩｎｓ
ｔｒｏｎ（モデル番号５５００Ｒ）試験システムを採用して、適合性を定量した。ホイー
ルは垂直に設置され、プローブはホイールの外径においてホイールの表面に接触させられ
、これによってホイールに対して径方向に圧縮力を印加できる。適合性摩砕ホイール１０
０はこのような試験において、縁部プローブによって径方向に伝達される圧縮応力に対し
て、比較的低い初期耐性を示し、従って基板縁部が固定ホイール材料にかなり貫入できる
。本明細書に記載のいくつかの実施形態によると、研磨ホイールは適合性である。即ち研
磨ホイールは、０．１～５ＧＰａ（例えば１～４ＧＰａ又は２～４ＧＰａ）のバルク弾性
率を有する。本明細書に記載のいくつかの実施形態によると、研磨ホイールは適合性であ
り、従って、１ミリメートルのプローブ延長分（ホイールへの貫入に実質的に等しい）に
おいて、上記適合性ホイールがもたらす耐性は１０ｋｇｆ（９．８１Ｎ）以下、例えば０
．１～６ｋｇｆ（０．９８～５８．８Ｎ）（乾燥状態、潤滑剤の適用なし）である。例え
ば図１１Ａでは、１ミリメートルのプローブ延長分（ホイールへの貫入に実質的に等しい
）において、上記適合性ホイールがもたらす耐性は３．７３ｋｇｆ（３６．５８Ｎ）であ
ることが確認できる。しかしながら図１１Ｂからは、非適合性（ただし容易に摩砕される
）の従来のガラス質（Ｖ２型）研磨ホイールにおける同一のプローブ延長分は、３６ｋｇ
ｆ（３５３．０Ｎ）を超える耐性を生成することが確認でき、これは図１１Ａに対応する
適合性ホイール１００の実施形態の耐性の約１０倍であり、またこのような非適合性ホイ
ールは、切断縁部に１０倍の力で適用しなければならず、このような大きな力は、基板の
損傷、表面下割れの伝播、及び過剰なホイールの摩耗につながり得る。この実施形態で利
用される適合性ホイール１００は、合成ダイヤモンドを含んでいたが、酸化セリウム、酸
化ジルコニウム、炭化ケイ素等の他の摩砕材料タイプも採用してよい。この実施形態で使
用される固定摩砕ホイール１００の摩砕粒子サイズは、光学顕微鏡によって５～１０μｍ
であると決定され、２．５～５％の体積濃度で存在していた。しかしながら、この方法を
用いた縁部仕上げは、これらの摩砕材サイズ及び濃度範囲に限定されない。広範な摩砕摩
損度（相対靱性）において、２．５～５０％の体積濃度の範囲の濃度で０．１～１００μ
ｍの摩砕粒子サイズを採用することもできる。更にこの例示的実施形態では、摩砕材の摩
砕靱性は、上部範囲の靱性である（摩損しにくい）と考えられ、順序尺度でＭＢＧ６２０
～６６０の範囲であると考えられる。しかしながら、ＭＢＧ６００～ＭＢＧ６８０の摩損
度を有する摩砕材を、この縁部仕上げ実施形態を構成する固定適合性ホイールの設定にお
いて使用してよく、適合性摩砕ホイール１００は、幅広い摩砕材料（即ち天然ダイヤモン
ド、合成ダイヤモンド、ジルコニウム、酸化セリウム、炭化ケイ素及びその他多数）を利
用してよい（又は幅広い摩砕材料から作製してよい）。上述のように、１つ又は複数の適
合性固定摩砕ホイール１００は、上記ホイールを高速で回転させると同時に、仕上げを施
そうとする１つ又は複数の基板縁部に上記ホイールを接触させることができる装置に取り
付けられる。ホイール回転速度を用いて、縁部仕上げ中に基板（又は加工物）縁部に対す
る摩砕ホイールの接触の率を付与（及び測定）する。ホイール速度は典型的には１分あた
りの回転数として測定されるが、個々の摩砕粒子が仕上げを施されている基板と成す接触
の回数として表される基板縁部との摩砕材の相互作用も重要である。この接触の率は、１
分あたりの表面のフィート（又はメートル）数等の線形の率として表される。この例示的
実施形態では、加工物の縁部研磨は、ホイール速度５００～６０００ｒｐｍで回転する直
径１０１．６ｍｍの適合性仕上げホイール１００を用いて達成され、１５９．６～１９１
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５．２ｓｍｐｍ（ｓｕｒｆａｃｅ　ｍｅｔｅｒｓ　ｐｅｒ　ｍｉｎｕｔｅ：１分あたりの
表面のメートル数）の線形接触率が得られた。出願人は、より高いホイール速度（及び従
って線形表面接触率）、例えば約７０００ｒｐｍ又は２２３４ｓｍｐｍに近いホイール速
度が、材料の除去及び基板縁部の表面下損傷を低減する上でより効果的であると考えてい
る。更に、選択された仕上げホイールに対して機械的支持を提供することにより、最高ホ
イール動作速度を上昇させてよい。例えば、この実施形態を構成する適合性摩砕性ホイー
ルは、１０１．６ｍｍの直径サイズで供給される場合には、７０００ｒｐｍの最高動作速
度（ｍａｘｉｍｕｍ　ｏｐｅｒａｔｉｎｇ　ｓｐｅｅｄ：ＭＯＳ）を有する。しかしなが
ら、このホイールの内径を例えば鋼又はセラミック圧入フランジで補強すると、ＭＯＳを
有意に上昇させることができた（＞８０００ｒｐｍ）。上述のように、この実施形態によ
ると、ホイール１００を格納する上記装置によって横方向の力が印加され、これにより、
１つ又は複数の基板縁部は適合性ホイールに完全に押し付けられ、これにより、先進切断
技術によって形成された１つ又は複数の基板縁部プロファイル上の応力集中点の角を落と
してこれを打ち消すことができる。この実施形態では、横方向の力の量は、高速（１００
００ｒｐｍ）空気軸受スピンドルを備えた研削システムを用いて測定され、上記スピンド
ルは、動作中にスピンドルの空隙を測定して記録できるように設置されたキャパシタンス
ゲージを有する。スピンドルの軸受自体が極めて高い剛性を有し、従ってその変形の大き
さは無視できるため、スピンドル空隙の大きさの変化は、スピンドルの変形に正比例する
と推定できる。従って、動作中に測定されたスピンドルの空隙の変化は、基板を仕上げホ
イールに押し当てることによって付与される横方向の力の結果と考えることができる。こ
の装置及び方法を用いると、横方向の力を、関心対象の縁部仕上げ条件の範囲全体に亘っ
て測定できる。ある例示的実施形態では、横方向の力の範囲は、７．２～１３．６Ｎであ
ると測定された（加工物の寸法は４４ｍｍ×６０ｍｍであった）。しかしながら、より大
きい加工物に対してより大きい横方向の力を利用できる。例えば、代表的なタブレットの
サイズにサイズ設定された３５．５６ｃｍの対角線を有するパーツは、典型的な４４ｍｍ
×６０ｍｍにサイズ設定されたサンプルパーツに比べて、真空チャックに接する面積が３
０倍超である。より具体的には、タブレットのサイズにサイズ設定されたパーツをその真
空チャックから移動させるためには、相当に大きい横方向の力が必要となり、従って、よ
り大きいパーツ又は加工物は、仕上げ中に移動される、損傷する又は破壊されるまでに、
遥かに大きい横方向の仕上げ力に耐えることができる。また、縁部仕上げにおいて基板の
縁部に印加される横方向の力の量は、縁部プロファイルの幾何学的形状に対して調整する
必要がある。例えば、直角に縁部形成されたプロファイル又は垂直に対して小さな角度の
面取りを施されたプロファイル（図１２Ａ～１２Ｂ参照）は、遷移角部（基板の平坦表面
に形成される）の角を効果的に落とすための、縁部仕上げ中の適合性ホイール内への貫入
を、垂直に対してより大きな角度のプロファイル（図１２Ｃ～Ｄ参照）を担持する基板が
必要とするほどには必要としない。化学強化後の縁部強度を最大化するという目的を達成
するために、全ての応力集中領域に効果的に仕上げを施すことが重要である。縁部面取り
角度射影を作製し、これらの交差部と遷移角部によって形成される平面との間の距離を計
算すると、縁部仕上げ中の最適なホイールの貫入の良好な初期推定を実施できる。垂直に
対する面取り角度が増大するにつれて、仕上げ中にホイール内に突出するパーツ縁部の侵
入は増大すると予測できる。例えば面取り角度が垂直に対して１５°である場合（図１２
Ｂ参照）、パーツ縁部は、遷移角部の角を高速で落とす場合にホイールに～９３．７８μ
ｍだけ侵入する。本推定方法によると、面取り角度が垂直に対して４５°である場合（図
１２Ｃ参照）、推奨されるホイール内へのパーツ縁部の侵入は３５０μｍまで増大し、面
取り角度が垂直に対して６０℃である場合（図１２Ｄ参照）、推奨されるホイール内への
パーツ縁部の侵入は６００μｍを超える。縁部仕上げ中の仕上げステージへの冷却剤の適
用は、好ましくは、上述のような縁部仕上げを実行するために使用される仕上げプラット
フォーム上にあるマルチポート冷却剤リング送達システムを用いて実施される。例えばこ
の実施形態では、ニューヨーク州ヒックスヴィルのＵｎｉｖｅｒｓａｌ　Ｐｈｏｔｏｎｉ
ｃｓ　Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄが市販しているＢｌｕｅＫｏｏｌ冷却剤を混合し（清浄
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な飲用水中で濃度３％のＢｌｕｅＫｏｏｌ）、これを１分あたり１～１０ガロン（３．７
９～３７．９リットル）の速度で、マルチポート冷却剤送達リング組立体を通して仕上げ
ステージへと適用する。しかしながら、広範な濃度の広範な切断用流体を、この目的で採
用してよい。機械用軽油、他の合成冷却剤（例えばニュージャージー州バークレーハイツ
のＯａｋｉｔｅ　Ｃｈｅｍｅｔａｌｌが製造しているＳａｂｒｅｌｕｂｅ）、及び更には
清浄な水といった切断用流体も、冷却剤として使用してよい。本実施形態に記載の様式で
の縁部仕上げは、いずれの冷却剤の不在下でも実行してよく、即ち、適合性ホイール１０
０のような適合性摩砕ホイールを用いて、乾燥した縁部を研磨する。適合性ホイール１０
０の形直しは、縁部仕上げにおいて一般的に受け入れられている慣例に従って実施できる
。本実施形態では、適合性ホイール１００は、適切な研削プラットフォーム上で注意深く
バランスを取ったスピンドル（５マイクロメートル以内でバランスを取ったもの）上に設
置され、カーバイド製工具を、横方向の力を制御下で印加しながらホイールの外径に接触
させ、これにより、曝露された仕上げホイールが研削スピンドルの回転軸と同心となるま
で、ホイールの真円から外れた部分を優先的に摩砕した。第２の実施形態では、（上述の
ような）レーザによる切断又は分離後の加工物に、適合性摩砕性固定摩砕複合体ホイール
１００’を用いて縁部仕上げを施し、即ち上記ホイール１００’は、複数の摩砕性層、部
分又はパーツを有する複合体ホイール構造を有してよい。このようなホイール１００’を
構成するために使用される摩砕性パーツ（又は例えば層）の数は、エンドユーザが所望す
る縁部仕上げの分散の分解能によって決定されることになる。このような複合体ホイール
構造の各摩砕層（又はこれらの層のうちのいくつか）は、摩砕材の特性（タイプ、サイズ
、濃度、摩損度、結合、混合）、寸法特性（厚さ、直径、形状）及び物理的特性（硬度、
摩砕性、適合性）によって異なってよく、適用可能な場合は各特性に傾斜を付与する。パ
ーツの加工条件、及び加工条件に関連する範囲は、上述の実施形態と同様である。しかし
ながらこの実施形態では、上述のような適合性固定摩砕ホイールを用いた、部分延性方式
での研削の便益が増大する。即ちこの複合体固定摩砕ホイール構造は、材料の除去及び仕
上げ動作を、機械加工される基板の異なる複数の領域に分散させることができるように設
計及び製作してよい。例えば固定摩砕仕上げホイールを、縁部プロファイル及び幾何学的
形状を好適なものとするために、仕上げ動作を基板縁部の異なる複数の領域に分散するよ
う設計された、摩砕材のタイプ、摩砕材のサイズ、摩砕材の摩損度、摩砕材の濃度、結合
剛性及び更には直径／形状因子がそれぞれ異なる複数の層を担持するよう構成してよい。
例えば、直角な縁部のプロファイルを生成できるように、レーザを用いて切断された基板
、
即ち面取り又は斜角を有しないものの、基板の平行な表面に対して垂直な縁部のみを有す
る基板を考える。このような基板が、切断された表面に亘って均一な量の損傷を担持する
こと、ただし直角に切断された縁部と基板の平行な表面とによって形成される角部に材料
の除去を集中させることによって、角が落とされた縁部プロファイルを形成することが望
ましいことを考える。最も簡潔なケースでは、これは、図１３Ａに示すように配向されて
しっかりと所定の位置に取り付けられた３つの構造からなる、複合体ホイールを用いて達
成してよい。図１３Ａは、複合体固定摩砕研磨ホイールを示し、また、得られる縁部プロ
ファイルを好適なものとするために仕上げ動作を集中させるために使用される、異なる複
数の結合材料、摩砕材及び形状因子を、ホイールの設計がどのように利用するかを示す。
【００７９】
　より具体的には、図１３Ａに示す３層複合体固定摩砕研磨ホイールは、角部に仕上げ動
作を集中させるよう設計され、これは、所望の縁部プロファイルを生成するため並びに縁
部衝撃耐性及び曲げ強度を最大化するために必要であると考えられる。この構造は対称性
であり、即ち「強進行性領域（ａｇｇｒｅｓｓｉｖｅ　ｚｏｎｅ）」と標識された層は、
複合体構造の各側部において同一であり、ホイールのコアの材料のみが異なっている。
【００８０】
　第３の実施形態では、レーザ切断縁部に、固定された摩砕材を有する又は有しない、た
だし問題となる縁部仕上げ界面に対して好適な速度である量の遊離した摩砕材を送達する
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、適合性摩砕性ホイール１００”を用いて、縁部仕上げを施してよい。固定ホイールは上
述の実施形態（即ち適合性ホイール１００）において記載したように適合性であり、また
同一の摩砕材のタイプ、濃度及び摩損度の、ある量の摩砕材が装填されていてよい。この
実施形態では、縁部仕上げは、ある量の固定された摩砕材を担持する軟性摩砕性ホイール
本体（即ち適合性ホイール１００と同様）を特徴とする一方で、動作中に基板とホイール
との間の界面に遊離した摩砕材を送達できる手段を備える構成（図１３Ｂ参照）によって
適合性となったホイール１００’’を採用した、定力縁部仕上げプロセスを利用して実施
される。上記遊離した摩砕材は、ポンプ又は他のいずれの同様のデバイスを用いて基板‐
固定ホイール界面に送達される、１０１００マイクロメートルの範囲の小さな摩砕粒子の
懸濁液の形態であってよい。遊離した摩砕材は、爆発合成ナノダイヤモンド粉末の場合の
ように、粒径が極めて小さく、極めて高い摩砕の完全性及び相対靱性（摩損度）を有して
よく、又は単結晶ダイヤモンド粉末若しくは金属結合ダイヤモンド粉末の場合のように、
遥かに大きくかつ相当に高い摩損度を有してよい。遊離した摩砕材は、適切に狙いを定め
た濃縮した流れの形態で、基板‐ホイール界面へと直接配向してよく、又はこの形態の摩
砕材料を受承及び分散できる１つ若しくは複数の回転ユニオン及び１つ若しくは複数の流
体チャネルを備えた研削スピンドルを用いて、ホイールのコアを通して上記界面へと送達
してよい。遊離した摩砕材は濃縮した形態で送達してよく、又は摩砕材と仕上げの対象と
なる基板表面との必要な接触が可能となるように好適に希釈してよい。遊離した摩砕材は
また、適合性ホイール構造内へと押しやられ、高速回転（５００～１００００ｒｐｍ）に
よる支援によってホイール構造を通って流れて、目標とする基板表面と接触できるように
、供給してもよい。遊離した摩砕材はまた、縁部仕上げ動作の分散を更に増強するために
、複合体ホイール構造の個々のセクションへと送達してもよい。例えば図１３Ｂに示すよ
うに、本出願において概説された実施形態による基板レーザ切断の縁部処理の目的が、基
板の角部に仕上げ動作を集中させることである場合、より強い進行性を有する遊離した摩
砕材（即ち摩砕材のサイズ、濃度及び靱性がより高い）を、ホイール断面の外側領域に配
置されたスラリー経路へと吐出してよく、より微細で進行性が弱い遊離した摩砕材（即ち
摩砕材のサイズがより小さく、濃度がより低く、摩損度がより高い）を複合体構造のコア
の中心へと配向してよい（図１３Ｂ参照）。固定摩砕ホイール複合体構造の寸法、材料及
び物理的特性並びに遊離した摩砕材の特性のいずれの組み合わせを用いて、分散性の部分
延性方式での縁部仕上げをこの様式で実行できる。
【００８１】
　本実施形態において、縁部仕上げプロセスのパラメータ及び上記パラメータに関連する
動作範囲は、上述の実施形態においてと同様であり、以下に例示的な動作範囲と共にまと
める。
【００８２】
　ホイール速度５００～１００００ｒｐｍ‐いくつかの実施形態では５００～８０００ｒ
ｐｍ、例えば一実施形態では６０００ｒｐｍ（１９１５ｓｍｐｍ）
　ホイール直径５０．８～２０３．２ｍｍ‐例えば一実施形態では１０１．６ｍｍ
　ホイールの準備‐高精度スピンドル及びカーバイド製工具を用いた形直し
　摩砕材の特性：
　ａ）摩砕材のサイズ０．１～１００μｍ、例えば５～１０μｍ
　ｂ）摩砕材の摩損度‐ＭＢＧ６００～ＭＢＧ６８０、例えばいくつかの実施形態ではＭ
ＢＧ６５０～ＭＢＧ６８０（例えばＭＢＧ６６０）
　ｃ）摩砕材の濃度‐２．５～５０体積％、例えばいくつかの実施形態では２．５～５体
積％
　ｄ）摩砕材のタイプ‐タイプは限定されないが、いくつかの実施形態では合成ダイヤモ
ンド
　適合性ホイール１００、１００’、１００”
　供給速度（加工物の直線運動）：２～１００００ｍｍ／ｍｉｎ、例えば１００～３００
ｍｍ／ｍｉｎ（例えばいくつかの例示的実施形態では２５４ｍｍ／ｍｉｎ）
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　冷却剤を利用する場合の例示的な冷却剤流量‐１～１０ｇｐｍ（ガロン／分）（３．７
９～３７．９リットル／分）、例えば～５ｇｐｍ（１８．９５リットル／分）
　例示的な冷却剤送達法‐例えば：（例えばノズルを介した）高圧によって配向された又
は制御された流出
　冷却剤の組成‐なし、又は水、又は軽油、いくつかの実施形態では、水中の３％Ｂｌｕ
ｅＫｏｏｌ冷却剤
　切断の深さ（横方向の力）：０．１～１００Ｎ、例えば１０～２０Ｎ‐例えば１３．６
Ｎ。
【００８３】
　この技術は、以下の利点のうちの１つ又は複数をもたらす：
　１．正確なレーザ切断技術及びこれに続く適合性縁部仕上げホイール１００、１００’
又は１００”を用いた機械的加工と、上述の定力研磨との組み合わせは、全ての縁部研削
加工ステップ及び殆どの後続の縁部研磨ステップの必要を排除し、これによって、縁部仕
上げ加工を単一のステップまで削減して、対応するサイクル時間及び関連する費用を削減
する。
【００８４】
　２．上述の定力研磨は、矩形基板を加工する場合は基板角部の高品質の研磨を可能とし
；定力研磨は、角部等の遷移点においてさえ、基板縁部への仕上げホイールの良好な接触
を可能とし、これによってパーツ周縁部の周りの縁部仕上げの一貫性を改善する。
【００８５】
　３．本明細書に記載のレーザ切断に続く縁部仕上げは、高価で機械的に剛性の、高精度
の研削プラットフォームの使用を必要としないが、既存の市販の研削プラットフォームを
ホイール１００と共に使用してこの縁部仕上げを実施してもよい。
【００８６】
　４．本実施形態の適用により、研磨後の化学強化（即ちガラスをホイール１００で研磨
した後にイオン交換した）後の、８００ＭＰａを超える縁部強度が実証された。具体的に
は、基板の平坦部分が目標の縁部プロファイルへと遷移する点においてさえ、応力集中点
が除去される。例えば一実施形態では、本明細書に記載の様式での縁部仕上げによる、４
～８μｍの材料除去により、（イオン交換後に）ＩＯＸ後のＢ１０強度が１５％（６５９
ＭＰａ　Ｂ１０から７６１ＭＰａ　Ｂ１０へと）上昇し、ＩＯＸ後の最大縁部強度が３２
％（７２０ＭＰａから９５０ＭＰａへと）上昇した。
【００８７】
　５．パーツを正味の形状に近づくように高精度で切断するため、本方法によって寸法制
御が大幅に改善される。縁部仕上げは、角を落として応力集中点を除去するためにのみ必
要であるため、除去は小さく、有意な寸法変化のリスクがほとんどない。
【００８８】
　６．本明細書に記載の実施形態の方法による縁部仕上げは、脆性破断方式の研削ではな
く、大半が部分延性方式の仕上げにおいて実施されるため、ブロックの欠けが、基板縁部
上の平坦な平行表面（前面及び背面）が縁部斜角形状へと遷移する点において発生しない
。
【００８９】
　７．本実施形態の方法による縁部仕上げは、脆性破断方式の研削ではなく、大半が部分
延性方式の仕上げにおいて実施されるため、縁部プロファイルの一貫性が、縁部仕上げに
よってではなく、より一貫した、信頼性の高いレーザ切断及び面取り方法によって規定さ
れる。研削溝における基板縁部の良好でない位置合わせは、従来の縁部仕上げの方法に比
べると遥かに問題にならなくなる。
【００９０】
　より具体的には、上述のようにレーザを用いて実施される切断に続いて、いくつかの実
施形態によると、切断されたガラス基板（加工物）は所定の位置に設置され、ホイール１
００、１００’、１００”によって縁部研磨を施される。この実施形態により、定力研磨
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の実装によって縁部研磨を高速で実施できる。縁部研磨ステップは、切断表面に完全な仕
上げを施し、また本実施形態では、追加の機械的研削又は研磨ステップを用いずに実施さ
れる（即ちこのプロセスは、最終的な研磨を生成するために、複数の研削及び研磨ホイー
ル、並びに／又は機械的研削と、これに続く、（粗いものから微細なものまで）異なる摩
砕特性を有する複数のタイプの研磨ホイールを用いた後続の研磨ステップとを使用する必
要がない）。
【００９１】
　本明細書に記載の装置では、（上述のレーザ系によって）加工されるガラス基板は、回
転が可能なチャック及び１つ又は複数の縁部仕上げホイールの上に設置され、スピンドル
は、摩擦が略無い直線状のスライドに取り付けられる。空気シリンダを採用して、回転す
る仕上げホイールを、研磨の対象のガラス基板の縁部へと付勢し、ホイールに対する一定
の横方向の力を維持する。上記空気シリンダは、大きくストロークできるよう設計され、
このような大きなストロークにより、全ての発生し得るホイールの摩耗を補償でき、これ
によって基板縁部に対して一定の研磨力を維持できる。ピコ秒レーザによって加工される
ガラス基板自体は、上記ガラス基板が真空によって取り付けられているチャック上におい
て、目標とする直線状の縁部仕上げ供給速度に適合するよう設計された速度で回転させら
れる。このようにして、基板縁部は定力供給研磨ホイール内へと供給され、基板縁部と仕
上げホイールとの間には、角部等の遷移点においてさえ、良好な接触が維持される。図１
４は、適合性研磨ホイール１００、１００’、１００”を利用した定力研磨装置の一実施
形態を概略的に示す。図１５Ａは、図１４の装置において利用される、レーザ切断ガラス
を機械的に加工するために利用される適合性ホイール１００の一実施形態を示す。
【００９２】
　本発明の一実施形態では、正味の形状に近い形状に切断された「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラ
ス基板に、本発明を構成する方法を用いて縁部仕上げを施した。基板は、上述のレーザ加
工方法を用いて、矩形の形状因子へとレーザ切断された、厚さ０．７０ｍｍの２３２０「
Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラス材料であった。これらのガラス基板（サンプル）を製造する際、
１０６４ｎｍピコ秒レーザ切断システムを、切断速度２００ｍｍ／ｓｅｃで動作させた。
【００９３】
　この実施形態では、ガラス基板を、縁部処理中の基板表面に対する損傷を防止するため
に軟質プラスチックカバーを担持する、アルミニウム真空チャック上に設置した。チャッ
クを通して真空を引き、基板をチャックに強固に付着させ、仕上げ中に所定の位置に保持
する。市販の固定摩砕研削ホイール製品を用いて、縁部研磨を上述の様式で実施した。本
実施形態において選択される縁部仕上げホイールは、図１５Ａに示すダイヤモンド研磨ホ
イールであり、これは図１５Ｂ～１５Ｅの顕微鏡画像に対応し、図１６に示す摩砕材サイ
ズを有する。使用される例示的なホイール１００の物理的寸法は、以下の通りである：
　外径４．０インチ（１０１．６ｍｍ）
　内径１．２５インチ（３１．７５ｍｍ）
　厚さ０．２５インチ（６．３５ｍｍ）。
【００９４】
　本実施形態の場合にこのホイールを用いた研磨のために利用したプロセス条件は、以下
の通りであった：
　・スピンドル速度＝６０００ｒｐｍ、～６２８３ｓｆｐｍ（１９１５ｓｍｐｍ）の動作
が得られる
　・直線状パーツ供給速度＝１０インチ／分（２５４ｍｍ／分）
　・切断の深さ＝１つのパーツに対して１サイクルあたり０．００１インチ若しくは２５
．４μｍ、又は１３．６Ｎの定力
　・冷却剤の流れパターン＝激しく流れる冷却剤
　・冷却剤流量　～２～１０ｇｐｍ（例えば５ｇｐｍ）
　・冷却剤製品＝ＢｌｕｅＫｏｏｌ
　・冷却剤濃度＝水中で３～５％
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　・研削プラットフォーム＝ＨＵＲＣＯ　ＭＸ２４　Ｍａｃｈｉｎｅ　Ｓｙｓｔｅｍ
　摩砕適合性ホイール（本明細書では研磨ホイールとも呼ばれる）１００、１００’、１
００”を用いた切断の所望の深さは、パーツを公知の縁部プロファイルに研磨し、研磨後
にこれらのパーツを点検して、縁部の頂点だけでなく基板表面と縁部プロファイルとの間
の遷移点における研磨の効果を評価することによって決定した。
【００９５】
　ホイール１００は以下の理由で選択した：
　１．ホイール１００は、上記ホイールへの基板の適度な押圧力をもたらし、これにより
基板縁部の完全な侵入（前面と背面とが重なる）が得られた；
　２．ホイール１００は、基板を製造するために使用されるレーザ切断プロセスによって
形成された鋭い角部遷移点を削減した。これらの鋭い角部遷移点は、研磨中に、全ての問
題となる領域においてホイール１００によって角を落とされた；
　３．ホイール１００は、主として縁部の全ての領域における基板表面下損傷を低減する
ため、また視覚的に魅力的な基板縁部を製造するために十分な、摩砕材タイプ、サイズ及
び濃度を有する。
【００９６】
　図１７は、ホイール１００による適合性ホイール研磨によって達成された例示的な縁部
強度性能を示す。図１８Ａ及び１８Ｂは、それぞれ図１５Ａのホイール１００による機械
的研磨の前及び後の、レーザ切断基板縁部のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像である
。図１９Ａ及び１９Ｂは、それぞれ一実施形態によるホイールによる機械的研磨の前及び
後の、レーザ切断基板縁部のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像である。図２０Ａ及び
２０Ｂは、それぞれ別の実施形態によるホイールによる機械的研磨の前及び後の、レーザ
切断基板角部のＡｐｅｘ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ画像である。これらの図が示すように、
レーザ切断縁部をホイール１００で研磨することによって、視覚的に魅力的な、透明の、
光沢のある縁部表面が製造された。ホイール１００による材料の除去は少なく、即ち２～
１０μｍであり、いくつかの実施形態では約４～８μｍであった。レーザ切断縁部プロフ
ァイルは、大幅に角が落とされたことが観察されるレーザ切断角部により、かなり平滑化
された。縁部強度の改善は、レーザ切断しただけのパーツ全体に亘って増大したことが観
察された（図１７参照）。
【００９７】
　方法１のピコ秒レーザ穿通部分を上記機械的加工（ホイール１００による研磨）と併用
して、面取りプロファイルを生成した。このプロセスは透明材料、例えば薄型ガラス（例
えば＜２ｍ）又は湾曲したガラスに適用でき、得られるガラスは強靭な縁部を有し、また
極めて高品質である。イオン交換によって生成される応力プロファイルは、穿通された縁
部を解放する。
【００９８】
　上述の方法は、レーザ加工性能の向上及びコスト節減、並びにこれによるより低いコス
トでの製造へとつながり得る、以下の便益を提供する。本実施形態において、切断及び面
取りプロセスは、以下をもたらす：
　面取りされた縁部を有する、面取りされた又は完全に切断されたパーツ：本開示の方法
は、「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラス及び他のタイプの透明ガラスを、清浄かつ制御された様式
で完全に分離／切断できる。完全な分離及び／又は縁部面取りは、２つの方法を用いて実
証された。方法１では、面取りされた縁部を有するガラスマトリクスからパーツが適切な
サイズに切断され、又は分離され、原則として更なる後続加工は行われない。第２の方法
では、パーツは既に適切なサイズに切断され、穿通され、ＩＯＸプロセスを用いて縁部が
面取りされる。
【００９９】
　表面下欠陥の削減：方法１では、レーザと材料との間の超短パルス相互作用により、熱
的相互作用がほとんど存在せず、従って、望ましくない応力及び微小割れをもたらし得る
熱の影響を受ける領域が最小となる。更に、レーザビームをガラスに集束させる光学部品
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は、典型的には直径２～５マイクロメートルの欠陥線をパーツの表面に生成する。分離後
、表面下損傷は＜３０μｍもの小ささとなり得る。これはパーツの縁部強度に大きく影響
し、縁部を更に研削及び研磨する必要が低減される。というのは、これらの表面下損傷は
、パーツが引張応力を受けた場合に成長して微小割れへと発展し、縁部の強度を弱める場
合があるためである。
【０１００】
　プロセスの清浄度：本開示の方法１は、清浄かつ制御された様式でガラスの面取りを実
施できる。従来の切除プロセスは多量の破片を生成するため、その使用には大いに問題が
ある。このような切除によって生成される破片は、様々な清浄化及び洗浄プロトコルを用
いても除去が難しい場合があるため、問題である。付着したいずれの粒子は、ガラスをコ
ーティング又は金属化して薄膜トランジスタ等を生成する後続のプロセスに関して欠陥を
引き起こし得る。本開示の方法のレーザパルス及び誘起される材料との相互作用の特性に
より、この問題は回避される。というのは、上記相互作用は極めて短いタイムスケールで
発生し、レーザ放射に対する材料の透過性により、誘起される熱的影響が最小化されるた
めである。欠陥線は物体内で生成されるため、切断ステップ中の破片及び付着する粒子の
存在は、実質的に排除される。生成された欠陥線に起因するいずれの粒子が存在する場合
、これらの粒子はパーツが分離されるまで良好に内包される。
【０１０１】
　プロセスステップの削減
　新しいガラスパネルから最終サイズ及び形状のガラスプレート又は基板を製作するため
のステップは、パネルを切断するステップ、適切なサイズに切断するステップ、仕上げ及
び縁部成形ステップ、パーツを目標の厚さまで薄くするステップ、研磨ステップ、並びに
場合によっては化学強化ステップまでも包含する複数のステップを伴う。これらのステッ
プのうちのいずれを削除すると、プロセス時間及び資本経費の観点において製造コストが
改善される。本明細書で提示した方法は、例えば以下によって、ステップの数を低減でき
る：
　１．破片及び縁部欠陥の生成の低下‐洗浄及び乾燥ステーションの潜在的排除；
　２．成形された縁部、形状及び厚さを有する最終サイズへの、サンプルの直接の切断‐
機械的仕上げラインの必要を低減又は排除する（例えば、切断されたパーツに仕上げを施
す方法は、追加の研削又は研磨、及びこれらに関連する多大な無価値な追加コストを要し
ない単一の研磨ステップである。
【０１０２】
　従って、いくつかの実施形態によると、加工物を加工する方法は、以下のステップを含
む：
　（ｉ）ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させ
るステップ；
　（ｉｉ）レーザビーム焦線を加工物に向かって、上記加工物への第１の入射角で配向す
るステップであって、上記第１の角度は上記加工物の縁部と交差し、レーザビーム焦線は
加工物内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は加工物内のレーザビーム焦線に沿って欠陥
線を形成する、ステップ；
　（ｉｉｉ）加工物及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レー
ザが加工物内において上記第１の角度で、第１の平面に沿って複数の欠陥線を掘削するス
テップであって、各上記欠陥線の直径は５μｍ以下である、ステップ；
　（ｉｖ）上記平面に沿って加工物を分離させ、少なくとも１つの切断表面を有するレー
ザ切断済み加工物を形成するステップ；並びに
　（ｖ）体積弾性率０．１～５ＧＰａの研磨ホイールによってレーザ切断済み加工物の上
記切断表面を研磨（即ち縁部仕上げ）するステップ。
【０１０３】
　いくつかの実施形態によると、加工物のレーザ切断表面は極めて迅速に研磨され、即ち
切断表面の縁部仕上げステップ全体、つまり総研磨時間ｔは、１秒＜ｔ＜１分である。い



(30) JP 2017-510535 A 2017.4.13

10

20

30

40

50

くつかの実施形態によるとｔ≦３０秒であり、またいくつかの実施形態では、レーザで切
断された加工物の外側縁部全てに≦１０秒で仕上げが施された（即ちレーザ切断縁部は１
０秒以内で研磨された）。研削ホイールによる機械的ガラス研削ステップは全く必要なく
、即ち加工物の１つ又は複数のレーザ切断表面は、分離又はレーザ切断後に、機械的研削
を行わずに、また複数の研削／研磨ステップの使用を必要とせずに、１回の研磨ステップ
で研磨された。好ましくは、研磨ホイール１００、１００’又は１００”の外径は４０～
２５０ｍｍであり、いくつかの実施形態では研磨ホイールの外径は５０～２００ｍｍであ
り、またいくつかの実施形態では研磨ホイールの外径は８０～１２０ｍｍである。ホイー
ルの直径は、基板縁部と研磨ホイール１００、１００’、１００”との間の接触面積を決
定する。直径が大きなホイールは、より大きな接触面積（及びより遅い１分あたりの回転
）をもたらし、比較的厚いガラス片に対してより好ましく、直径がより小さなホイールは
より小さな接触面積（及びより多い１分あたりの回転数）をもたらし、比較的小さい又は
薄いガラス加工物に対して好ましい。好ましくは、研磨ホイール１００、１００’又は１
００”は５００～１００００ｒｐｍで回転する。ホイール速度が速くなると、ホイールと
加工物との全体的な接触が大きくなる。回転速度が大きいと、摩砕粒子と加工物縁部との
間の接触の数が多くなるため、好ましい。いくつかの実施形態によると、研磨ホイール１
００、１００’又は１００”は５００～８０００ｒｐｍ、例えば５０００～７０００ｒｐ
ｍで回転する。本明細書に記載のいくつかの実施形態によると、研磨ホイール１００、１
００’又は１００”は、典型的には０．１～１００μｍの断面幅を有する複数の摩砕粒子
で構成され、上記摩砕粒子の相対靱性（破壊靱性）は６００～６８０ＭＰＧ（例えば６２
０～６７０ＭＰＧ又は６５０～６７０ＭＰＧ）である。得られるガラス基板は例えば、６
００～１０００ＭＰａの縁部強度を有し得る。いくつかの実施形態によると、研磨ホイー
ル１００、１００’又は１００”の外径は８０～１２０ｍｍであり、研磨ホイールは５０
０～８０００ｒｐｍで回転し、研磨ホイールは複数の摩砕粒子で構成され、上記摩砕粒子
の断面幅は０．１～１００μｍであり、相対靱性（破壊靱性）は６５０～６７０ＭＰＧで
あり、摩砕摩損度はＭＢＧ６５０～ＭＢＧ６８０である。少なくともいくつかの実施形態
によると、まず非強化ガラスを上述のようにレーザ切断して、少なくとも１つの面取りさ
れた縁部を生成し、本明細書に開示の実施形態に従って上述のようにホイール１００、１
００’又は１００”を用いて縁部研磨し、続いてイオン交換又は化学強化によって、イオ
ン交換後にガラス加工物に６００～１０００ＭＰａの縁部強度（ＩＯＸ後縁部強度）をも
たらしたことに留意されたい。従っていくつかの実施形態によると、上記ガラスは高レベ
ル（例えば＞５重量％又は≧７重量％、例えば７～１２重量％）のアルカリを含有し、ま
たイオン交換可能である。このようなガラスの実施形態は例えば、～７～９ｐｐｍ／℃の
ＣＴＥ、組成中の多量のナトリウム等のアルカリ（これによってイオン交換が可能となる
）、及び比較的高い熱拡散率を有する。
【０１０４】
　本明細書に記載の方法によって加工される１つの例示的実施形態は、Ｃｏｒｎｉｎｇ　
「Ｇｏｒｉｌｌａ」ガラス加工物である。
【０１０５】
　他の実施形態によると、ガラスはアルカリ土類ボロアルミノシリケートガラス複合体（
アルカリを少量有するか又は有しない）である。
【０１０６】
　本明細書において挙げられている全ての特許、公開出願及び参考文献の関連する教示は
、その全体が参照により本出願に援用される。
【０１０７】
　本明細書では複数の例示的実施形態について記載したが、添付の請求項が包含する本発
明の範囲から逸脱することなく、上記例示的実施形態において形態及び細部の様々な変更
を実施してよいことは、当業者には理解されるだろう。
【０１０８】
　以下、本発明の好ましい実施形態を項分け記載する。
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【０１０９】
　実施形態１
　加工物を加工する方法であって、以下のステップ：
　（ｉ）ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させ
るステップ；
　（ｉｉ）レーザビーム焦線を加工物に向かって、上記加工物への第１の入射角で配向す
るステップであって、上記第１の角度は上記加工物の縁部と交差し、レーザビーム焦線は
加工物内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は加工物内のレーザビーム焦線に沿って欠陥
線を形成する、ステップ；
　（ｉｉｉ）加工物及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レー
ザが加工物内において上記第１の角度で、第１の平面に沿って複数の欠陥線を掘削するス
テップであって、各上記欠陥線の直径は５μｍ以下である、ステップ；
　（ｉｖ）上記平面に沿って加工物を分離させ、少なくとも１つの切断表面を有するレー
ザ切断済み加工物を形成するステップ；並びに
　（ｖ）研磨ホイールによってレーザ切断済み加工物の上記切断表面を研磨することによ
って、加工物を加工するステップであって、上記研磨ホイールの体積弾性率は０．１～５
ＧＰａである、ステップ
を含む、方法。
【０１１０】
　実施形態２
　レーザビーム焦線を材料に向かって、上記材料への第２の入射角において配向するステ
ップであって、レーザビーム焦線は材料内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は材料内の
レーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　材料及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが材料内に
おいて上記第２の角度で、第２の平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップであって
、各上記欠陥線の直径は５μｍ以下である、ステップ
を更に含み、
　上記分離させるステップは、上記第１の平面及び第２の平面に沿って材料を分離させ、
上記レーザ切断済み材料を形成することによって実施される、実施形態１に記載の方法。
【０１１１】
　実施形態３
　ガラス材料をレーザ加工する方法であって、以下のステップ：
　ビーム伝播方向に沿って見てレーザビーム焦線にパルスレーザビームを集束させるステ
ップ；並びに
　材料内のＮ個の平面それぞれに関して：
　　レーザビーム焦線を材料に向かって、上記材料への対応する入射角で配向するステッ
プであって、レーザビーム焦線は材料内で誘起吸収を生成し、上記誘起吸収は材料内のレ
ーザビーム焦線に沿って欠陥線を形成する、ステップ；
　　材料及びレーザビームを互いに対して並進移動させることによって、レーザが上記Ｎ
個の平面のうちの対応する平面に沿って複数の欠陥線を掘削するステップであって、各上
記欠陥線の直径は５μｍ以下である、ステップ；
　　上記加工物にイオン交換プロセスを適用することによって、上記Ｎ個の平面のうちの
少なくとも１つに沿って加工物を分離させ、レーザ切断表面を有するレーザ切断済み加工
物を形成するステップ；並びに
　　研磨ホイールによって上記レーザ切断済み加工物の上記レーザ切断表面を時間ｔ（た
だし１秒＜ｔ＜１分）だけ研磨するステップであって、上記研磨ホイールの体積弾性率は
０．１～５ＧＰａである、ステップ
によって、上記Ｎ個の平面に沿って複数の欠陥線をレーザ掘削するステップ
を含む、方法。
【０１１２】
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　実施形態４
　上記研磨ホイールの外径は４０～２５０ｍｍである、実施形態１～３に記載の方法。
【０１１３】
　実施形態５
　上記研磨ホイールの外径は５０～２００ｍｍである、実施形態４に記載の方法。
【０１１４】
　実施形態６
　上記研磨ホイールの外径は８０～１２０ｍｍである、実施形態５に記載の方法。
【０１１５】
　実施形態７
　上記研磨ホイールは５００～１００００ｒｐｍで回転する、実施形態１～６のいずれか
１つに記載の方法。
【０１１６】
　実施形態８
　上記研磨ホイールは５００～８０００ｒｐｍで回転する、実施形態７に記載の方法。
【０１１７】
　実施形態９
　上記研磨ホイールは複数の摩砕粒子を含み、上記摩砕粒子の断面幅は０．１～１００μ
ｍである、実施形態１～８のいずれか１つに記載の方法。
【０１１８】
　実施形態１０
　上記研磨ホイールは複数の摩砕粒子を含み、上記摩砕粒子の相対靱性は６００～６８０
ＭＰＧである、実施形態１～９のいずれか１つに記載の方法。
【０１１９】
　実施形態１１
　上記レーザは、パルス持続時間が約５ピコ秒超かつ約２０ピコ秒未満、バースト繰り返
し数が約１ｋＨｚ～２ＭＨｚのバーストパルスレーザである、実施形態１～１０のいずれ
か１つに記載の方法。
【０１２０】
　実施形態１２
　上記バースト繰り返し数は約１０～６５０ｋＨｚである、実施形態１１に記載の方法。
【０１２１】
　実施形態１３
　上記バーストパルスは、１バーストあたり２～２５パルスを含む、実施形態１１又は１
２に記載の方法。
【０１２２】
　実施形態１４
　上記レーザの出力は８ワット以上である、実施形態１～１３のいずれか１つに記載の方
法。
【０１２３】
　実施形態１５
　上記レーザの出力は１０～１００ワットである、実施形態１～１４のいずれか１つに記
載の方法。
【０１２４】
　実施形態１６
上記レーザの出力は、加工物材料の厚さ１ｍｍあたり４０マイクロジュール～加工物材料
の厚さ１ｍｍあたり１０００マイクロジュールである、実施形態１～１５のいずれか１つ
に記載の方法。
【０１２５】
　実施形態１７
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　実施形態１～１６の方法によって調製されるガラス物品。
【０１２６】
　実施形態１８
　上記ガラス物品は、縁部強度が６００～１０００ＭＰａの縁部を有する、実施形態１７
に記載のガラス物品。
【０１２７】
　実施形態１９
　面取りされた縁部は、約６０μｍ以下の深さまでの表面下損傷を有する、実施形態１７
又は１８に記載のガラス物品。
【０１２８】
　実施形態２０
　上記ガラス物品は、縁部強度が６００～１０００ＭＰａの縁部を有する、実施形態１７
又は１９に記載のガラス物品。
【符号の説明】
【０１２９】
１　　　　　基板
１ａ　　　　基板の表面
１ｂ　　　　基板の反対側の表面
２　　　　　パルスレーザビーム
２ａ　　　　レーザ照射、ビーム束
２ａＲ　　　辺縁光線
２ａＺ　　　中央ビーム
２ｂ　　　　レーザビーム焦線
２ｃ　　　　誘起吸収のセクション
３　　　　　レーザ
６　　　　　光学組立体
７　　　　　両凸面レンズ
８　　　　　開口
９　　　　　アキシコン
１０　　　　アキシコン
１１　　　　平凸レンズ
１２　　　　コリメートレンズ
１００　　　適合性固定摩砕ホイール
１００’　　適合性固定摩砕ホイール
１００”　　適合性固定摩砕ホイール
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